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※　各事業の内容及び進捗状況の詳細は、各府省庁の担当部局・課にお問合せください。
※　平成26年度補正予算事業（地域住民生活等緊急支援のための交付金事業及び政策金融事業を除く。）を一覧にしています。
※　緊急経済対策本文で複数の章（区分）に再掲として記載されている事業については、本資料においては初出の区分にのみ表示しています。
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関連する行
政事業レ

ビューの事業
番号

関連する基
金シート番

号
部局 担当課

1 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（１）地域消費喚
起・生活支援

地域社会におけるセーフティーネット機能の
強化

都道府県社会福祉協議会が行う低所得者等向け生活福祉資
金の原資の補助。

40.00 無 40.00 ① ① 709 社会・援護局
地域福祉課 生活
困窮者自立支援室

2 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

待機児童解消加速化プランの推進
（保育所等の緊急整備）

待機児童解消加速化プランに基づき、保育所等の整備を進
めるための財政支援。

120.07 無 120.07 ① ② 663 雇用均等・児童家
庭局

保育課

3 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

子育て世代包括支援センターの整備

妊娠期から子育て期までの支援に関するワンストップ拠点
（子育て世代包括支援センター）を立ち上げ、各機関との連
携・情報共有を図り、保健師等による総合的相談や支援をワ
ンストップで行うとともに、妊産婦の状況の継続的把握・支援
プランの作成を行う。

2.53 無 2.53 ① - 690

平成26年度補正予算上は実施
予定数を50箇所としたが、手あ
げした地方公共団体は７箇所で
あった。当該地方公共団体にお
ける契約開始段階は100%（７/７）
だが、実施予定数の50と比較す
ると50%を超え得ないため、「契
約開始」段階に至っていないと整
理。

雇用均等・児童家
庭局

母子保健課

4 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

地域における子育て支援の充実を図るため
の拠点施設の整備

子育て中の親子同士及び子育て親子と地域の人々が気軽に
ふれあうことが出来る交流スペースを確保するための拠点施
設の設置費用の支援。

3.04 無 3.04 ① ② 678 ５市町の内、３市町が契約開始
段階

雇用均等・児童家
庭局

総務課 少子化対
策企画室

5 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

小児・周産期医療の充実のための医療機器
等の整備

人口急減・超高齢化が問題となっており、少子化対策等の観
点から、地域で安心して産み育てることができる医療等の確
保を図るため、小児医療施設や周産期医療施設等の医療機
器等の整備に対する補助を行い、医療提供体制の充実・強
化を図る。

30.00 無 30.00 ① ② 3 医政局 地域医療計画課

6 内閣府

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

地域少子化対策強化交付金
地域の実情に応じた結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支
援」を行うため、先駆的な取組を行う地方公共団体を支援す
ることにより、地域における少子化対策の強化を図る。

30.08 無 30.08 ① ② 0115 子ども・子育て本
部

少子化対策担当

7 内閣府

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

地域女性活躍推進交付金
地域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推進するた
め、自治体が行う多様な主体による連携体制の構築等によ
る、地域の実情に応じた取組を支援する。

4.00 無 4.00 ① ② 男女共同参画局 総務課

8 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

がん検診推進事業（働く世代の女性支援のた
めのがん検診未受診者対策緊急支援事業）

子宮頸がん及び乳がん検診について、以下の事業を行う市
区町村に対し、事業費の一部を補助
①　受診勧奨（コール・リコール）を実施
②　クーポン券を配付し、がん検診の費用を助成

6.08 無 6.08 ② ② 308 健康局
がん対策・健康増
進課

9 総務省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

国家公務員のワーク・ライフ・バランスの一体
的推進

女性職員の採用・登用の拡大の取組みの一環として、自宅か
ら職場内のシステムに接続する環境を整備し、ワークスタイ
ル変革による業務の効率化を推進

7.53 無 7.53 ① ② 36 行政管理局
行政情報システム
企画課

10 総務省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

消防大学校における女性消防職員用の施設
整備

消防大学校において、女性消防職員の受入拡大のための利
便施設を整備

1.20 無 1.20 ② ③ 147 消防庁 消防大学校

11 内閣府

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（２）子育て支援、
女性の活躍推進

子供の貧困対策に関する国民運動の推進

子供の貧困対策が国を挙げて推進されるよう、国、地方公共
団体、民間の企業・団体等によるネットワークを構築し、各種
支援情報等の収集・提供や子供の貧困対策に関する優れた
取組等に対する表彰事業の実施、民間資金を活用した支援
など、官公民の連携・協働プロジェクトを推進する。
また、このような取組や既存の制度・施策等について積極的
に情報発信し、国民の幅広い理解と協力の下に子供の貧困
対策を国民運動として展開する。
上述のように、子供の貧困対策に関する国民運動を推進する
ため、ホームページの制作・構築を行う。

0.27 無 0.27 ② ③
10月1日より「子供の未来応援国
民運動」始動につきホームペー
ジ開設

政策統括官（共生
社会政策担当）

参事官（子どもの
貧困対策担当）付

12 内閣府

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

地域における自殺対策の推進

我が国の自殺者数は、平成24年に年間3万人を切り、その後
も減少傾向にあったが、本年8月以降対前年比で下げ止まり
から反転・増加の傾向に転ずるなど、依然として予断を許さな
い状況にある。このため、若年層の自殺対策や経済情勢の変
化に対応した自殺対策等に重点を置いて、地域の実情に根
差した自主的かつ効率的な取組を支援することにより、「地域
の自殺対策力」の更なる強化を図る。

25.00 無 25.00 ① ③ 政策統括官（共生
社会政策担当）

自殺対策推進室

13 消費者庁

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

地方消費者行政推進事業
地方公共団体が行う、各地域における消費生活相談員の確
保・増員等に関する取組を支援する。

20.00 無 20.00 ① ③ 消費者教育・地方
協力課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の進捗状況（平成27年９月30日時点）

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無
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各府省庁の
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（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）
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平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
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Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

14 消費者庁

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

消費者ホットラインの３桁化事業
地域の消費者の利便性向上のため、消費生活相談窓口を案
内する消費者ホットラインの番号を３桁化する。

4.77 無 4.77 ① ① 消費者教育・地方
協力課

15 消費者庁

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

食品の新たな機能性表示等データベース構
築事業

地域の消費者の利便性向上のため、食品の新たな機能性表
示及び製造所固有記号に係るデータベースを整備する。

0.96 無 0.96 ② ③ 食品表示企画課

16 文部科学省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

その他現下の経済情勢等を踏まえた生活者・
事業者への支援
（より柔軟な「所得連動返還型奨学金制度」導
入に係るシステム開発）

（独）日本学生支援機構において、社会保障・税番号制度（マ
イナンバー）を利用し、返還月額が所得に連動する、より柔軟
な「所得連動返還型奨学金制度」 導入のためのシステム整
備を前倒しして開始し、平成２９年度進学者からの制度の導
入を円滑に進める。

6.62 無 6.62 ① ② ③ 0150 高等教育局 学生・留学生課

17 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

介護報酬改定等に伴うシステム改修

地域医療・介護総合確保推進法の制度改正事項及び平成27
年度の報酬改定の内容について、都道府県、保険者、都道
府県国民健康保険団体連合会が保有する介護保険審査支
払システム等の関係システムに反映するための改修を行う。

40.40 無 10.93 ① ① ① 29.47 ① ① 841 老健局 介護保険計画課

18 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

社会保障制度の円滑な運営に必要なシステ
ム改修（医療データ収集システム機器更改等
経費）

○医療データ収集システム機器更改等経費
　レセプト情報等データの匿名化・暗号化を行うシステム及び
特定健診等情報を収集するシステム等を構築するハードウェ
アやミドルウェア等においては構築から５年以上経過すること
から、早急に機器更改を行うものである。

17.12 無 17.12 ② ② ②
242
245
248

保険局
医療介護連携政策
課

19 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

社会保障制度の円滑な運営に必要なシステ
ム改修

○障害児・者に対するサービスの充実に係るシステム改修等
・統計機能の拡充、給付適正化機能の強化等を行うためのシ
ステム改修を行う。
・障害福祉サービスや地域生活支援事業の実施状況等につ
いて調査を行い、その調査結果を踏まえ、障害者等に対する
支援の状況等について分析した結果を報告書にまとめるとと
もに、更なる分析を行うための統計データをとりまとめる。

14.01 無 12.28 ① ① ① 1.73 ② ②
765
804 社会・援護局障害

保健福祉部
企画課

20 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

社会保障制度の円滑な運営に必要なシステ
ム改修

○国民年金等市町村事務取扱に必要な経費（システム改修）
　国民年金保険料免除・納付猶予制度の改正、申請様式の
見直し等に対応するための市町村システムの改修に対し交
付金を交付する。

9.12 無 9.12 ① ① 814 年金局 事業管理課

21 総務省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

社会保障・税番号制度に関する情報システム
整備事業

地方公共団体において、番号制度の導入に当たって必要とな
る、関係情報システムの整備についての支援等を実施

409.52 無 0.20 ① ① ② 409.32 ① ②

Ａ類型
0050

Ｃ類型

0052

大臣官房、
自治行政局

企画課個人番号企
画室（大臣官房）、
自治行政局住民制
度課（自治行政局）

22 総務省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

オープンデータの高度化の推進

地域の産業・雇用の創出や文化の振興等につなげるため、地
方自治体、住民、企業等による自立的・主体的かつ的確な地
域の実情把握を支援することを目的として、定量的・総合的な
統計データの早期提供のために統計データベースのオープン
データの高度化を推進し、利便性を向上

2.49 無 2.49 ① ② 0148 統計局
統計情報システム
課

23 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（臨床効
果データベース整備事業）

患者毎の治療内容や治療効果等を登録するデータベースの
構築

2.15 無 2.15 ① △ 27
事業者からの申請書類の不備
や修正で時間を要したが、10月2
日付けで契約開始したところ。

医政局 総務課

24 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（再生医
療実用化研究実施拠点整備事業）

再生医療における臨床研究の中心的役割を担う基盤機関に
おける施設整備

2.90 無 2.90 ① ① 237 医政局 研究開発振興課

25 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（再生医
療等製品患者登録システム構築事業）

再生医療等製品を処方された患者の長期フォローアップによ
る横断的かつ縦断的な情報収集体制を整備するものであり、
本年度に作成される、「再生医療等製品患者登録システム」
の詳細な仕様に基づき、当該患者を網羅的に登録するス
キーム（体系）の構築及び登録システム（データベース）の開
発を行うものである。

0.56 無 0.56 ① ① ① 206 医薬食品局 安全対策課

26 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（臨床研
究品質確保体制整備事業）

実用化に繋がる臨床研究を実施する臨床研究品質確保体制
整備病院の設備整備

6.43 無 6.43 ① △ 223

一部の機関からの交付申請書
の提出が遅れたため交付決定で
きなかったが、8月に提出された
ことから、交付決定を10月末まで
に実施できる見込みである。

医政局 研究開発振興課

27 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（臨床試
験支援機能構築事業）

革新的な医療技術を実用化するための研究を行う早期・探索
的臨床試験拠点の設備整備等

1.87 無 1.87 ① ③ 223 医政局 研究開発振興課

28 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（治験・
臨床研究推進事業等）

医療分野の研究開発成果の実用化に向けて、国立高度専門
医療研究センターを疾患群ごとの症例を集積した治験・臨床
研究ネットワークの拠点に位置づけ、企業等のニーズを積極
的に把握し、一元的に治験・臨床研究を管理することで治験
等に係る企業等の負担を軽減し、治験・臨床研究を推進する
仕組み等を構築する。

15.00 無 15.00 ① ① ② 99～104 医政局 医療経営支援課
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29 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

安全で良質な医療サービスの提供等（創薬支
援スクリーニングセンター設備整備）（（独）医
薬基盤研究所）

革新的なバイオ医薬品の研究開発を加速するため、（独）医
薬基盤研究所に設置されている創薬支援スクリーニングセン
ターの機能を強化するための設備整備を行う。

4.50 無 4.50 ③ ③ ③ 916 大臣官房 厚生科学課

30 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

造血幹細胞移植関連情報の共通基盤ＤＢの
構築

移植医療機関の利便性を高め、患者がより移植を受けやすく
するための、造血幹細胞移植関連情報の共通基盤データ
ベースの構築を行う。

3.84 無 3.84 ① ② ② 167 健康局
疾病対策課移植医
療対策推進室

31 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

レシピエント検索システムの改修
臓器移植希望者検索システムのバージョンアップ及びより正
確かつ迅速なレシピエント決定を行うための新たな機能の追
加等を行う。

1.48 無 1.48 ① ② ③ 166 健康局
疾病対策課移植医
療対策推進室

32 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

予防接種副反応分析事業
予防接種後の重篤な事例や異常な副反応をリアルタイムに
解析し、異常な集積を速やかに検出するソフトウェアの開発を
行う。

0.30 無 0.30 ① ③ 125 健康局 結核感染症課

33 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

肝炎患者に対する医療費助成（インターフェ
ロンフリー治療特別促進事業費）

インターフェロンフリー治療を必要とする肝炎患者に医療費の
助成を行うことで、高齢や合併症等の理由によりインターフェ
ロン治療を見合わせてきた患者や一部の肝硬変患者の受療
機会を確保し、健康寿命の延伸につなげる。

35.00 無 35.00 ③ ③ 117 健康局
疾病対策課 肝炎
対策推進室

34 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

電子カルテデータ標準化等のためのＩＴ基盤
構築事業

国立病院機構の２０病院の電子カルテデータを厚生労働省の
定める標準コードに紐付けするデータマッピングを行い、ＳＳ
－ＭＩＸ２規格（標準化ストレージ機能）を用いて電子カルテ
データの標準化を実施し、その工程を示したドキュメント（手順
書）を作成・公開する。

12.98 無 12.98 ① ① ① 77 医政局 医療経営支援課

35 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

プレパンデミックワクチンの購入等

新型インフルエンザの発生に備え、最低限の社会機能を維持
するために備蓄を行っているプレパンデミックワクチンについ
て、一部が有効期限切れとなるため、新たな株の購入や廃棄
等を行う。

60.01 無 60.01 ③ △ 115

７月８日の厚生労働審議会感染
症部会において、ワクチン株の
選定について了承を得た。ワク
チンメーカーとの調整を終え、購
入に向けた手続きとして、９月に
公共調達委員会の審査を行っ
た。そこで承認が得られたので、
１０月中に契約締結する予定で
ある。

健康局 結核感染症課

36 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

「見える化」推進事業

全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、取
組等を客観的かつ容易に把握できるように、介護関連情報
を、国民も含めて広く共有（「見える化」）するためのシステム
の構築等を推進する。

2.10 無 2.10 ① ① 842 老健局 老人保健課

37 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

健康づくり予防インセンティブ推進事業

・　医療保険者による個人の健康づくりを促す仕組み（インセ
ンティブ）を促進するための情報交換及び関係団体と各医療
保険者のマッチングの機会を提供。
・　各医療保険者と関係団体等が継続的に連携を図るための
仕組みとしてポータルサイトを開設。

2.98 無 2.98 ① ② ② 242 保険局
医療介護連携政策
課 医療費適正化
対策推進室

38 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

児童虐待防止対策の推進
（児童相談所全国共通ダイヤルの３桁化）

児童虐待を発見した者などが、児童相談所に適切に通報・相
談が出来るよう児童相談所全国共通ダイヤルを３桁化するた
めのシステム開発等の費用。

6.24 無 6.24 ① ① 688 雇用均等・児童家
庭局

総務課

39 文部科学省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

自殺対策・消費者対策・環境対策・国民の健
康の増進・利便性の向上
（生活の安心に貢献する環境対策等の推進）

温室効果ガスやPM2.5等の観測を行う温室効果ガス観測技
術衛星2号（GOSAT-2）の開発や、植生、雲、沿岸海食等の
高精度観測等を実施する気候変動観測衛星（ＧＣＯＭ－Ｃ）の
開発を加速し、国民の生活の安心に貢献する環境対策等に
資する。

66.28 無 66.28 ① ① ① 0236 研究開発局 宇宙開発利用課

40 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

いぶき（GOSAT）観測体制強化及びいぶき後
継機開発体制整備

観測精度と密度を飛躍的向上させた温室効果ガス観測技術
衛星「いぶき」（GOSAT）後継機の打上後、精度の高い観測
データを公表するために必要不可欠な観測・データ処理過程
の統合的高度化を行う。

4.00 無 4.00 ① ① 310 地球環境局
総務課 研究調査
室

41 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費
補助金

産業廃棄物の不法投棄等事案について、産廃特措法に基づ
き、都道府県等が行う支障除去等事業に要する経費の一部
を補助。

23.04 無 23.04 ② ② 180 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

適正処理・不法投
棄対策室

42 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

循環型社会形成推進交付金
市町村等の自主性と創意工夫を活かした地域計画に基づく
一般廃棄物処理施設の整備事業に対し、財政支援を行う。

285.00 無 285.00 ① ① 163 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

廃棄物対策課
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43 内閣府

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

国民が直面する喫緊の課題についての国内
広報の実施

社会保障と税の一体改革による社会保障の充実と安定につ
いての更なる理解を求めるとともに、地域経済の現状等を踏
まえ、まち・ひと・しごと創生の目的、理念等について着実な浸
透を図り、もって足下の景気回復と持続的な成長をより確か
なものとする経済対策に資するほか、戦後の火山噴火で最大
の人的被害をもたらした御嶽山の噴火などを踏まえた防災意
識の喫緊の底上げを図るため、各媒体を効果的に活用した
広報を実施する。

19.01 無 19.01 ① ① 0008 政府広報室

44 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

地域医療構想策定のための病床推計支援
ツール作成事業

都道府県による病床推計業務を支援するデータ計算・分析
ツールの構築

0.19 無 0.19 ① ① 20 医政局 地域医療計画課

45 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ
チル調査）

参加者（１０万組の親子）から採取した血液等の生体試料に
含まれる化学物質の分析を、優先順位の高い血中重金属に
重点化することにより、分析・解析を加速させる。

10.01 無 10.01 ① ① ① 321 総合環境政策局
環境保健部

環境リスク評価室

46 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ
チル調査）

参加者（１０万組の親子）から採取した血液等の生体試料の
長期保管に必要な施設を整備する。

2.01 無 2.01 ① ① ① 322 総合環境政策局
環境保健部

環境リスク評価室

47 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

レアメタル等を含む小型電子機器等リサイク
ル推進事業

平成２５年４月に小型家電リサイクル法が施行された。本事業
を通じ、使用済小型電子機器等のリサイクルを促進し、基本
方針で定める回収目標（平成２７年度までに年間１４万トン）に
向け、市町村の参加促進や回収量拡大等のための実証事業
を行う。

4.00 無 4.00 ① ② 158 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

企画課 リサイクル
推進室

48 環境省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

PCB廃棄物処理設備のPＣＢ除去・原状回復
事業

ＪＥＳＣＯに対し出資することにより、PＣＢ廃棄物処理事業終
了後の施設のPＣＢ除去及び原状回復に向けた財務基盤を
強化し、民間事業者により未だ多く保管されているPＣＢ廃棄
物の処理を、PＣＢ廃棄物処理基本計画に基づいて、一日も
早く完了させる。

20.00 無 20.00 ① ① 174 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

産業廃棄物課

49 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

１．生活者への支
援、生活環境の整
備

（３）生活の安心向
上

代替フロン等排出削減先導技術実証支援事
業

業務用冷凍空調分野を中心に、ノンフロン等製品の開発・普
及を大きく加速させ、代替フロン等からのより早期の転換を促
進するため、機器の設置環境等が異なる場所における技術
実証に係る支援を行う。

1.00 無 1.00 ① ① ① 0053 製造産業局
化学物質管理課
オゾン層保護等推
進室

50 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

中小企業・小規模事業者の資金繰り・事業再
生支援事業

信用保証協会における経営力強化保証等により、中小企業・
小規模事業者に対して、経営支援と一体となった資金繰り支
援を行う。また、災害対応を支える信用保証の迅速化・柔軟
化を図る。

86.00 有 86.00 ① ① ① 0168 中小企業庁事業環
境部

金融課

51 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

中小企業・小規模事業者の資金繰り・事業再
生支援事業

条件変更を繰り返す中小企業・小規模事業者などに対し、信
用保証協会が自ら、又は地域金融機関と連携して経営支援
を実施することにより、経営支援と一体となった資金繰り支援
を行う。

10.00 無 10.00 ① ① 0164 中小企業庁事業環
境部

金融課

52 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

中小企業・小規模事業者の資金繰り・事業再
生支援事業

中小企業再生支援協議会が、中小企業・小規模事業者に対
して抜本的な再生に向けた支援を行う。

17.99 無 17.99 ① ① 0165 中小企業庁事業環
境部

金融課

53 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

消費税転嫁対策窓口相談等事業
中小企業団体等と連携して、講習会・フォーラムの開催、相談
窓口の設置や巡回指導型専門家派遣を通じたきめ細かいサ
ポート、パンフレット等による周知等を行う。

37.44 無 1.49 ① ② ② 33.65 ① ① ② 2.30 ① ② 0189 中小企業庁 事業
環境部

財務課

54 厚生労働省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規
模事業者支援事業

業務改善をして事業場内の最低賃金を引き上げた中小企業・
小規模事業者に対して、賃金を引き上げた労働者数に応じ
て、業務改善経費を助成する。

14.22 無 14.22 ① ② 361 労働基準局
労働条件政策課
賃金時間室

55 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

米価下落への対策
（稲作農業の体質強化緊急対策事業）

稲作農業者が取り組む、直播栽培や機械の共同利用、作期
の異なる品種の導入、資材費の低減につながる取組など生
産コスト低減等の取組を支援する。

200.04 無 200.04 ① ① ① 0062 政策統括官 穀物課

56 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

米価下落への対策
（人・農地問題解決加速化支援事業）

ナラシ対策に加入できる集落営農を組織した場合には、その
取組に対し支援する。
また、ナラシ対策に加入できるよう、法人を設立して認定農業
者となった場合には、その取組に対し支援する。

3.09 無 3.09 ① ① 0077 経営局 経営政策課

57 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

米価下落への対策
（経営体育成支援事業）

現下の米価下落の中でも、農地中間管理機構から賃借権の
設定等を受けた者や地域の中心経営体における規模拡大の
意欲を減退させることなく、農地の集積・集約化が円滑に進む
よう、農地の受け手となる担い手の農業用機械等の導入を支
援。

50.04 無 50.04 ① ① 0076 経営局 就農・女性課
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58 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

農林水産業者への緊急支援
（甘味資源作物安定生産体制緊急確立事業）

さとうきびの増産をはじめとする甘味資源作物の生産安定化
や生産性向上に向け、農業機械等のリース導入や不作から
の回復基調を今後の着実な増産につなげていくための土づく
り、防除等の取組を支援する。

22.15 無 22.15 ① ① ① 0146 政策統括官 地域作物課

59 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

農林水産業者への緊急支援
（動物用ワクチン緊急時増産体制整備事業）

動物用ワクチンの需要が急増する緊急時に備え、需要量急
増時の増産に必要な医薬品製造用真空凍結乾燥機の整備
費用を支援する。

1.85 無 1.85 ① ① ① 0008 消費・安全局 動物衛生課

60 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

農林水産業者への緊急支援
（漁業収入安定対策事業）

漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用し、漁業者による資源
管理の取組に対する補助を行うため、平成26年度の加入が
想定以上に伸展したことに対応する積立金等の増額を行い、
収入額が減少した場合に減収補塡等を行う。

49.05 有 49.05 ① ① ① 0276 27-053 水産庁 漁政部 漁業保険管理官

61 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

農林水産業者への緊急支援
（有害生物漁業被害防止総合対策事業）

地域の漁業・養殖業に深刻な影響を及ぼすトド及びザラボヤ
について、トドの採捕数の見直し増加に伴う駆除活動やザラ
ボヤ被害拡大防止のための駆除（処理）について緊急に支援
する。

1.00 無 1.00 ① ① ① 0249 水産庁 増殖推進
部

漁場資源課

62 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

農林水産業者への緊急支援
（船舶運航費）

水産庁所属の官船、用船における外国漁船、日本漁船の漁
業取締り及び漁業調査業務を実施。

1.68 無 1.68 - - 0242

本事業については、年度内に執
行する船舶燃料にかかる経費を
要求したものであるが、当初の
想定よりも燃油価格の高騰がな
かったため、全額不用となったも
のである。

水産庁 資源管理
部

管理課

63 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

担い手への農地集積・集約化等による構造
改革の推進
（機構集積協力金交付事業）

①農地中間管理機構にまとまった農地を貸し付けた地域
②農地中間管理機構に農地を貸し付け、担い手への農地集
積・集約化に協力する農地の出し手
に対し協力金を交付する。

200.29 有 200.29 ① - 0094

①　農地中間管理機構が、地域
農業のデベロッパーとしての自
覚が十分でなく、またそれにふさ
わしい役職員等の体制になって
いない、
②　人・農地プランなど、地域に
おいて、まとまった農地を機構に
貸し出す方向での話合いが進ん
でいないところが多い、
③　農地の所有者が農地の貸付
けに踏み切れない
などの理由で執行が進んでいな
いが、今後、農林水産業・地域
の活力創造本部（第15回）で示し
た「機構を軌道にのせるための
方策」を実行して執行の改善を
図ることで、各県における農地集
積に向けた地域の話合いの進捗
とともに順次執行が進展する。

経営局 農地政策課

64 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

２．事業者への支
援

高速道路料金割引

現下の経済情勢等を踏まえ、物流コストの低減等に資する取
組を推進するため、大口・多頻度割引の最大割引率を４０％
から５０％に拡充する措置の延長（平成２８年３月末まで）等を
実施。

507.00 無 507.00 ① ① ① 0291 道路局 高速道路課

65 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入
促進事業費補助金

住宅・ビルの省エネルギー化を推進するため、ZEHの導入を
支援するとともに、ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建
築物導入を支援します。また、既築住宅・建築物の断熱性能
向上を図るため、高性能な断熱材や窓等の導入を支援しま
す。

150.00 無 150.00 ① ① ② 0371
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

省エネルギー対策
課

66 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

地域工場・中小企業等の省エネルギー設備
導入補助金

地域の中小企業やエネルギー多消費企業等におけるエネル
ギーコストの削減に有効な、最新モデルの省エネ設備機器の
導入を強力に後押しするとともに地方の工場・オフィス・店舗
等の既存設備の更新・改修を支援します。また、地域の中小
企業や個人事業主の省エネや節電等に対するニーズに応え
るべく、地域毎にきめ細かな省エネ相談を実施します。

929.52 無 929.52 ① ① ① 0437
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

省エネルギー対策
課

67 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

民生用燃料電池（エネファーム）導入支援補
助金

省エネルギー及びCO2削減効果が高い家庭用燃料電池（エ
ネファーム）の更なる普及の促進を図るため、設置者に対し導
入費用の補助を行う。特に新築住宅のみならず、普及が遅れ
ている既築住宅において、既設給湯器からの買換えを重点的
に促進させる。

222.00 無 222.00 ① ① ① 0323
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

燃料電池推進室

68 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

水素供給設備整備事業費補助金

2014年12月の燃料電池自動車の市場投入を踏まえ、四大都
市圏を中心に民間事業者等の水素ステーション整備費用の
補助を行う。また、水素ステーションの適切な整備・運営方法
の確立に向けて、水素供給設備を活用して行う、燃料電池自
動車の新たな需要創出等に必要な活動費用の補助を行う。

95.90 無 95.90 ① ① ① 401
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

燃料電池推進室

69 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

次世代自動車充電インフラ整備促進事業
電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ）用
の充電器を設置する者に対して、充電器の購入費及び工事
費の一部を補助する。

300.00 無 300.00 ① ① ① 0426 製造産業局 自動車課

70 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策
費補助金

電気自動車や燃料電池自動車等の次世代自動車は、現時点
では導入初期段階にあり、コストが高い等の課題を抱えてい
る。そこで、車両導入の際の負担軽減による初期需要の創出
を図り、量産効果による価格低減を促進し、世界に先駆けて
国内の自立的な市場を確立する。

100.00 無 100.00 ① ① ② 0320 製造産業局 自動車課
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（国が直接執行する事業）

71 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

地域交通のグリーン化を通じた電気自動車
の加速度的普及促進

地域や事業者による電気自動車（バス、タクシー及びトラック）
の集中的導入等について、他の地域や事業者による導入を
誘発・促進するような先駆的取組を重点的に支援する。

2.00 無 2.00 ① ② 35 自動車局 環境政策課

72 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業
性能・安全基準等を満たした定置用リチウムイオン蓄電設備
を補助対象とし、これを導入する一般家庭（個人）等に対して
設備購入費用の一部を補助。

130.00 無 130.00 ① ① ① 0417 商務情報政策局 情報通信機器課

73 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

地産地消型再生可能エネルギー面的利用等
推進事業費補助金

地域内での再生可能エネルギー等の最大活用やエネルギー
需要の最適化を図り、エネルギーコストを最小化するため、再
生可能エネルギー等の分散型エネルギーを面的に利用する
先導的な地産地消型システムを構築する取組を支援するとと
もに、そのノウハウの蓄積、他地域への普及を図る。

78.00 無 78.00 ① ① ② 0424
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

制度審議室

74 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

独立型再生可能エネルギー発電システム等
対策費補助金

固定価格買取制度の対象とならない自家消費型の再生可能
エネルギー発電システムの導入に対し、事業費の一部を補助
する。

35.00 無 35.00 ① ① ② 0381
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

新エネルギー対策
課

75 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策
費補助金

地中熱や雪氷熱等を活用した冷暖房設備を商業施設等に導
入する場合や、太陽熱給湯システムを医療法人や社会福祉
法人等に導入する場合等、波及効果の期待できる案件を中
心に熱利用設備等の導入に対して事業費の一部を補助す
る。

60.00 無 60.00 ① ① ② 0355
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

新エネルギー対策
課

76 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

再生可能エネルギー余剰電力対策技術高度
化事業費

再生可能エネルギーの大量導入による余剰電力の発生問題
に対応するため、電力系統に設置する大型蓄電池の実現を
目指す。そのため、系統内での設置に必要な技術的スペック
を備えた大型蓄電池を、揚水発電の設置コスト（2.3万円／
kWh）と同等の設置コストで供給することを目標として開発を行
う事業者に対して、開発の支援を行う。

65.00 無 65.00 ① ① 0411
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

新エネルギー対策
課

77 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（１）省エネルギー・
再生可能エネル
ギーの推進

次世代エネルギー技術実証事業費補助金

電力のピーク需要を効果的に削減するため、複数の工場、業
務用ビル等のネガワット（節電量）を管理し、取引する「ネガ
ワット取引」の制度構築に向けた実証を行い、地域における
安定的かつ効率的なエネルギーネットワーク構築に向けた環
境を整備する。

30.00 無 30.00 ① ① ② 0359
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

新産業・社会シス
テム推進室

78 農林水産省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

漁業経営セーフティーネット構築等事業

漁業者・養殖業者と国の拠出により、燃油・配合飼料の価格
がそれぞれ一定基準以上に上昇した場合に補塡金を交付す
る。また、漁業経営の改善に意欲的な漁業者グループが行う
省燃油活動及び省エネ型漁業用機器設備導入に係る取組に
必要な経費を助成。

220.00 有 220.00 ① ① ① 0275 27-057 水産庁 漁政部 企画課

79 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

中小トラック事業者の燃料費対策
中小トラック事業者の燃料費対策を強力に推進するため、燃
料費削減に資する設備の導入支援を行う。

35.04 無 35.04 ① ① ② 36 自動車局 貨物課

80 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

離島航路の運営費補助
燃料油価格の高騰に対応した運営費補助の増額により、離
島航路の存続と運航サービスの維持を図る。

2.30 無 2.30 ① ① 285 総合政策局 公共
交通政策部

交通支援課

81 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

石油コンビナート事業再編・強靭化等推進事
業

(１）石油コンビナートの国際競争力強化に必要な、製油所等
における「事業再編・設備最適化」等の生産性向上投資への
補助、
(２）巨大地震発生時の石油安定供給に必要な、製油所等に
おける「強靱化（危機対応力強化）」投資への補助。

95.00 無 95.00 ① ① ① 0303 資源エネルギー庁
資源燃料部

石油精製備蓄課

82 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

石油製品供給安定化促進支援事業

（１）経営安定化促進支援事業
長期的な事業継続が可能なＳＳに対し、経営安定化に資する
高効率計量機や省エネ型洗車機等の導入を支援。
（２）石油製品供給安定化実証等事業
一定の地域におけるＳＳの在庫情報等を緊急時に網羅的か
つ即時に把握するためのシステム構築等を支援。

74.82 無 69.80 ① ① ② 5.02 ① ① 0305 資源エネルギー庁
資源・燃料部

石油流通課

83 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

灯油配送合理化促進支援事業

灯油の安定供給を確保するため、過疎地・豪雪地においてＳ
Ｓを経営している事業者が行う灯油配送の合理化（老朽化し
た小型ローリーの大型化、配送用ローリーの共同所有、共同
配送システムの導入等）を促進する取組を支援する。

29.98 無 29.98 ① ① ② 0292 資源エネルギー庁
資源・燃料部

石油流通課

84 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（２）エネルギー価
格の影響への対策

（独）航海訓練所等の燃料費対策
船員、航空機操縦士の安定的な供給源である航海訓練所及
び航空大学校において、確実に訓練を実施できるよう必要な
経費を確保。

2.71 無 2.71 ① ① ① 357 海事局、
航空局

海技課（海事局）、
運航安全課乗員政
策室（航空局）

85 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

メタンハイドレート開発促進事業

日本海側を中心に存在が確認されている表層型のメタンハイ
ドレートについて、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（平成
２５年１２月策定）に基づき、資源量把握に向けた取組を集中
的に行うため、これまでの取組調査結果等も踏まえ、広域地
質調査や地質サンプル取得等による必要なデータの取得を
加速化する。

20.00 無 20.00 ① ① 0306 資源エネルギー庁
資源・燃料部

石油・天然ガス課
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86 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

海底熱水鉱床採鉱技術開発等調査事業

海底熱水鉱床の生産に必要な技術（採鉱、揚鉱、選鉱・製錬）
のうち、最も重要な要素技術の１つである揚鉱技術について、
平成２９年度のパイロット試験の実施に向けて、必要な技術
開発の加速及び資材調達を行う。

8.00 無 8.00 ① ① 0009 資源エネルギー庁
資源・燃料部

鉱物資源課

87 文部科学省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

資源・エネルギーの安定供給　（海洋資源確
保に向けた調査研究の加速）

海洋資源開発に向けた探査技術の研究開発を加速するた
め、広域科学調査に必要な最先端の機能を搭載した海底広
域研究船の建造を進めるとともに、大水深の科学掘削を支え
る地球深部探査船「ちきゅう」の機能向上を行い、資源・エネ
ルギーの安定供給に資する。

40.29 無 40.29 ① ① ①
0294
0295 研究開発局 海洋地球課

88 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

新たなエネルギー輸送ルートにおける海上輸
送体制の確立

シェールガスの輸入開始に向け、パナマ運河の通航要件に
対応する輸送効率の高い新形式船の安全性要件を早急に策
定。

1.70 無 1.70 ② ③ 362 海事局 船舶産業課

89 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

海洋資源開発関連技術開発支援事業
海洋開発分野における我が国海洋産業の国際競争力を強化
するため、海洋資源開発関連技術の開発を支援（補助率1/2
以内）。

0.50 無 0.50 ① ① 361 海事局
船舶産業課、
海洋・環境政策課

90 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

（独）航海訓練所エンジンルームシミュレータ
整備

航海訓練所練習船に改正ＳＴＣＷ条約に対応したＥＲＭ訓練
及び外航船員の危険発生時対応訓練を実施するためのエン
ジンルームシミュレータの整備。

1.00 無 1.00 ① ① ② 363 海事局 海技課

91 文部科学省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

資源・エネルギーの安定供給（革新的エネル
ギー技術の研究開発加速）

我が国が抱えるエネルギー需給構造上の脆弱性を克服し、
資源・エネルギーの安定供給を実現するためには、蓄電池や
燃料電池等のエネルギー貯蔵・利用技術や、革新的断熱素
材や軽量・高強度素材等の省エネルギー技術等に関する技
術革新が不可欠であるため、特に有望な技術シーズについて
産学連携による研究開発を加速する。

4.30 無 4.30 ① ② ③ 175 研究開発局 環境エネルギー課

92 文部科学省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

資源・エネルギーの安定供給（高性能核融合
実験装置(JT-60SA)計画の加速）

高性能核融合実験装置（JT-60SA）の建設に必要な超伝導コ
イルの組立や超伝導機器の製作等を加速することにより、電
気や機械などの受注企業の雇用増加や内需拡大に繋げると
ともに、将来の基幹的エネルギー源として期待される核融合
エネルギーの研究開発を促進し、将来的な資源・エネルギー
の安定供給に資する。

7.50 無 7.50 ① ② ③ 0258 研究開発局
研究開発戦略官付
（核融合・原子力国
際協力担当）

93 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

再生可能エネルギーの接続保留への緊急対
応

受入可能量の拡大方策として、（１）遠隔で出力抑制を可能と
する技術の確立、（２）蓄電池の活用、（３）原子力災害や津波
の被災地における再生可能エネルギー導入を推進するため
の環境整備を行う。

743.98 有 652.12 ① ① ② 91.86 ① ③ 0425
資源エネルギー庁
省エネルギー・新
エネルギー部

新エネルギー対策
課

94 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

延伸大陸棚等資源開発促進事業費補助金

我が国が新たに海底資源開発等の主権的権利を有すること
となった延伸大陸棚等の海域において、海洋地質情報の解
析等により絞り込んだ有望海域について、実海域における高
解像度地形調査、電磁探査等による精密資源調査等を行う。

10.00 無 10.00 ① ① 0207 資源エネルギー庁
資源・燃料部

鉱物資源課

95 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

リサイクル優先レアメタル回収技術開発・実
証

技術開発事業においては、使用済小型家電製品等に含まれ
るレアメタル(Ta,Co)について、レアメタル原料として経済性の
ある回収技術の開発を行う。実証事業においては、今後排出
の増加が見込まれる次世代自動車の使用済リチウムイオン
電池からのコバルトのリサイクル拡大に向け、電池回収シス
テムの構築及び再生技術の効率化等を実施するための補助
を行う。

1.00 無 1.00 ① ① 0010
産業技術環境局
資源エネルギー庁
資源・燃料部

リサイクル推進
課、
鉱物資源課

96 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

探鉱・資産買収等出資事業出資金

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥ
Ｃ）を通じたリスクマネーの供給を強化することにより、大規模
な可採埋蔵量が期待され、我が国企業がオペレーターを務め
る石油探鉱事業の実施を強力に推進し、供給源の多角化を
進める。

98.00 無 98.00 ① ① ① 0260 資源エネルギー庁
資源・燃料部

石油・天然ガス課

97 経済産業省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

３．エネルギーコス
ト対策

（３）資源・エネル
ギーの安定供給

低品位炭利用促進技術開発等事業

（１）低品位炭から製造したスラリーによる発電実証や（２）低
品位炭によるガス化技術について、プラント運用性、負荷変
動時の変化率、燃焼特性、耐久性等など、商用化のための
トータルシステム構築に向けた技術開発実証を行う。

7.00 無 2.00 ① ① ① 5.00 ① ①
0281
0376

資源エネルギー庁
資源・燃料部

石炭課

98 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

４．住宅市場活性
化策

省エネ住宅に関するポイント制度
一定の省エネ性能を有する住宅の新築や、エコリフォームに
対して、様々な商品等と交換できるポイントを発行する。

805.00 無 805.00 ① ① ① 069 住宅局 住宅生産課

99 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

４．住宅市場活性
化策

地域型住宅ブランド化事業

地域における木造住宅の生産体制を強化し、資材供給、設
計、施工などの連携体制による良質な木造住宅の整備に対し
て支援する「地域型住宅ブランド化事業」を拡充。 １事業者当
たりの補助限度戸数を５戸から10戸に引き上げるとともに、
認定低炭素建築物など一定の良質な木造建築物の整備につ
いて新たに補助対象とする。

10.00 無 10.00 ① ① ① 116 住宅局 住宅生産課

100 国土交通省

Ⅰ．現下の経済情
勢等を踏まえた生
活者・事業者への
支援

４．住宅市場活性
化策

住宅・建築物環境対策事業

住宅・建築物の省エネ、省CO2の実現に資する優れたリー
ディングプロジェクト、既存住宅の長期優良化リフォーム等に
対し助成を行い、その成果の波及等を通じて、住宅・建築物
の省エネ化及び既存住宅の長寿命化を推進する。

130.00 無 130.00 ① ① ① 068 住宅局 住宅生産課



8/24

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

関連する行
政事業レ

ビューの事業
番号

関連する基
金シート番

号
部局 担当課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

101 内閣府

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

地域再生戦略交付金

地域の創意工夫による地域の課題解決を後押しする仕組み
として、内閣総理大臣が認定する地域再生計画に位置付けら
れた事業で、既存の補助制度と一体的に活用することで効果
が高まるものを支援

50.00 無 50.00 ① ② 0026 地方創生推進室

102 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

企業取引情報等に基づく地域活性化事業

平成２６年度に開発している「地域経済分析システム（以下
「本システム」という。）」について、地方自治体の現状把握とこ
れからの「地方版総合戦略」の立案の基礎となるデータ提供
のために、各省庁が保有する各種統計情報に加え、新たな民
間データの追加と機能の追加を行う。

5.00 無 5.00 ② ② 0198 地域Ｇ
地域経済産業調査
室

103 内閣官房

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的実施

「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」の策
定支援

「地方人口ビジョン」等の策定に必要で、かつ、地方公共団体
が実施することが困難な調査を行うとともに、既存の統計デー
タの収集・分析手法の開発を行う。また、分析を行ったデータ
の提供や地域経済分析システムへの反映を通じて、「地方人
口ビジョン」等の策定を支援する。

0.98 無 0.98 ② ② まち・ひと・しごと創
生本部事務局

104 内閣府

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

プロフェッショナル人材事業

民間ビジネスとして、都市圏から地方への円滑な人材還流が
行われること等を目指し、地域企業に対する、成長や経営体
質強化の可能性についての意欲喚起や、成長等を実践する
プロフェッショナル人材の獲得に向けたサポート等を行う「プロ
フェッショナル人材戦略拠点」の整備、各種セミナー等の実
施、ポータルサイトの運営等を行う。なお、事業実施にあたっ
ては、地域経済活性化支援機構（REVIC）の子会社、地域金
融機関、民間ビジネス事業者などの関係機関と密に連携す
る。

15.11 無 15.11 ③ ③ 0033 地方創生推進室

105 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

地域経済グローバル循環創造事業（ジェトロ・
中小機構）

「地域の元気創造プラットフォーム」に新たにジェトロ（日本貿
易振興機構）及び中小企業基盤整備機構を接続させ、企業
の地方への誘致や地元産品の販路開拓等の取組を推進

1.50 無 1.50 ① ① 0011 地域力創造グルー
プ

地域政策課

106 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

居住・就労・生活支援等ワンストップポータル
サイト

地方への移住促進のための居住・就労・生活支援等に係る情
報を集約し、総合的な情報提供を行うポータルサイトを「地域
の元気創造プラットフォーム」内に創設

5.72 無 5.72 ① ① 0011 地域力創造グルー
プ

地域政策課

107 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

「全国移住促進センター（仮称）」の設置
居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワン
ストップで対応する窓口（全国移住促進センター（仮称））を設
置

1.54 無 1.54 ① ① 0022 地域力創造グルー
プ

地域自立応援課

108 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

「地域おこし協力隊全国サミット」開催
地域おこし協力隊の拡充のため、全国サミットの開催による
広く制度の周知を行うとともに、首都圏を中心に効果的な広
報を実施

0.90 無 0.90 ① ① 0023 地域力創造グルー
プ

地域自立応援課

109 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

ふるさと納税の手続簡素化及びＰＲ
ふるさと納税を拡充（ふるさと納税枠の拡充等）する制度改正
にあわせたＰＲを広く実施するとともに、手続簡素化のための
取組を行う。

2.40 無 2.40 ① ② 0026 自治税務局 市町村税課

110 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

中小企業・小規模事業者人材対策事業

（１）地域の中小企業・小規模事業者のニーズを把握して、地
域内外の若者・女性・シニア等の多様な人材から地域事業者
が必要とする人材を発掘し、紹介・定着までを一貫支援。
（２）地域人材育成コーディネーターを中心に、複数の中小企
業・小規模事業者間での出向や共同研修等の実証を実施。
（３）ものづくり中小企業・小規模事業者で働く人材に対する研
修等の費用を支援。

60.08 無 18.06 ① ② ② 42.02 ① ① 0155

（１）中小企業庁経
営支援部
（２）経済産業政策
局
（３）製造産業局

（１）経営支援課
（２）産業人材政策
室
（３）参事官室

111 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

ふるさと名物応援事業

中小企業地域資源活用促進法等に基づき行う地域資源を活
用した商品などの開発等に対する取組を支援するとともに、
プロデューサーの人材育成、「ふるさと名物」の情報発信など
の取組を支援する。加えて、これら地域資源を海外展開させ
るための取組を支援する。

40.00 無 6.00 ① ① ② 9.00 ① ① ② 25.00 ① ② 0162
中小企業庁 経営
支援部、
商務情報政策局

創業・新事業促進
課(中小企業庁 経
営支援部),
生活文化創造産業
課(商務情報政策
局)

112 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

創業・第二創業促進補助金

新たに起業を目指す創業希望者や事業承継を契機に既存事
業を廃業し、新分野に挑戦する等の第二創業を行う者に対し
て支援する。また、産業競争力強化法における創業支援事業
者が認定創業支援事業計画に基づき行う創業者支援の取組
に対して支援する。

50.44 無 4.44 ① ① ② 46.00 ① ① ② 0161
中小企業庁 経営
支援部 事業環境
部

創業・新事業促進
課,
財務課

113 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的実施

地域材利用促進・森林吸収源対策
（木材需要拡大緊急対策）

木造住宅等への地域材の利用拡大に向けた展示施設の整
備、展示会の開催など地域の工務店、製材業者等が連携し
た創意工夫あふれる取組や、家具等木材製品の輸出拡大、
セルロースナノファイバーなど新素材の技術開発等、木材の
需要を拡大する取組を総合的に支援する。

25.70 無 19.66 ① ① ① 6.04 ① ①
0214
0239 林野庁 木材利用課

114 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業
ＩＣＴを活用した街づくりに取り組む自治体や事業者等の初期
投資・継続的な体制整備等にかかる経費の一部を補助

5.00 無 1.80 ① ③ 3.20 ① ② 0100 情報通信国際戦略
局

情報通信政策課

115 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

ふるさとテレワーク推進事業

企業や雇用の地方への流れを促進するため、サテライトオ
フィスや遠隔雇用の環境等にモデルケースの検証を行い、地
方創生に資する新たなテレワーク（ふるさとテレワーク）を推
進

10.00 無 10.00 ① ③ 0097 情報流通行政局

情報流通振興課、
情報流通高度化推
進室、地域通信振
興課
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開始」
段階
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部局 担当課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

116 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

１．まち・ひと・しご
との創生に向けた
「総合戦略」の先行
的支援

観光・防災Wi-Fiステーション整備事業
観光や防災の拠点における来訪者や住民の情報収集等の利
便性を高めるため、公衆無線ＬＡＮ環境の整備を実施する地
方公共団体等を支援

8.00 無 7.31 ① ③ 0.69 ① ① 0102 情報流通行政局 地域通信振興課

117 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

地域オープンイノベーション促進事業

（１）戦略分野における地域ブロック間の広域連携を促進する
ための公設試の設備導入支援や、（２）地域の中堅・中小企
業が新事業展開する際の実現可能性調査支援、（３）企業連
携体が単独企業では対応困難な新事業展開に取組むための
ネットワーク形成、試作開発、海外販路開拓等の支援を実施
する。

18.00 無 2.00 ① ① ② 1.00 ② ③ 15.00 ① ② 0199
経済産業政策局
地域経済産業グ
ループ

（１）地域新産業戦
略室
（２）産業施設課
（３）立地環境整備
課

118 文部科学省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

地域の情報発信力・競争力の強化
（大学等における先端研究設備等の整備）

地域社会経済の活性化や地域医療に大きく貢献する大学等
に対して、最先端研究設備や高機能の診療基盤設備等を整
備する。

82.13 無 62.19 ① ② ② 19.94 ① ①
0165
0158
0143

高等教育局、
研究振興局

国立大学法人支援
課（高等教育局）、
私学部私学助成課
（高等教育局）、
学術機関課（研究
振興課）

119 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

地域経済循環創造事業交付金（ローカル
10,000プロジェクト）

地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着
型企業を全国で10,000事業程度自治体を核として立ち上げる
「ローカル10,000プロジェクト」を推進するため、地域での設備
投資を伴う事業化を早急に実現

5.60 無 5.60 ② ② 0011 地域力創造グルー
プ

地域政策課

120 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

分散型エネルギーインフラプロジェクト

電力の小売自由化で新たに生まれる市場を地域経済の拡大
の起爆剤にするため、「地域の特性を活かしたエネルギー事
業導入計画（マスタ）ープラン」を策定し、地域エネルギー企業
の立ち上げを支援

2.50 無 2.44 ② ③ 0015 地域力創造グルー
プ

地域政策課

121 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

高生産性企業への失業なき労働移動支援事
業

企業の新陳代謝（地域経済イノベーションサイクル）に伴う雇
用確保を支援するため、より賃金の高い企業（生産性の高い
企業）への移動を推進

1.00 無 1.00 ② ③ 0011 地域力創造グルー
プ

地域政策課

122 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

起業家誘致・人材サイクル事業
大都市圏等の企業から、地域での起業支援を行うマネジメン
ト人材を一定期間派遣し、生産性の高いビジネスモデルを構
築

0.50 無 0.50 ② ③ 0011 地域力創造グルー
プ

地域政策課

123 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

公共施設オープン・リノベーション推進事業
公共施設のオープンリノベーションにより、地域の事業者のビ
ジネス拠点等を創出し、「若い感性」で公共施設を再生（自治
体側は、コストから利益に）

1.10 無 1.10 ② △ 0011
外部有識者による審査を行い、
９月末に採択団体を決定したとこ
ろであり、順次採択団体と契約
締結予定。

地域力創造グルー
プ

地域政策課

124 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

公共クラウド
自治体の有するデータを民間事業者等にオープンに提供す
るとともに、自治体が中心となって、官民連携の情報システム
をクラウドで提供することで、地域企業の生産性を向上

1.00 無 1.00 ③ - 0011
現在、自治体に対し構築実証団
体の募集を行っており、外部有
識者による審査を経た上で契約
する予定。（11月目途）

地域力創造グルー
プ

地域政策課

125 内閣府

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

地域経済の活性化を支援するファンドの設
立・資金供給の促進

地域の活性化に向けた取組みを支援するため、平成26年6月
に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂2014」及び「東日本
大震災被災地域の産業復興創造戦略」に盛り込まれた、①地
域ヘルスケア産業支援ファンド、②観光を対象とした地域活
性化ファンド、③地域の核となる企業の早期経営改善等を支
援するファンド、④被災地域の復興・成長を支援するファンド、
の４類型のファンドに対して、REVICが出資を行うことにより、
民間資金の呼び水となって、ファンドの設立及び当該ファンド
を通じた地域企業への資金供給の促進を図っていく。

30.00 無 30.00 ① ① ① 地域経済活性化支
援機構担当室

126 内閣府

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

沖縄における国際研究拠点形成等の推進

沖縄科学技術大学院大学において、国際的に卓越した科学
技術に関する教育研究を行うための教育研究環境を整備す
ることにより、沖縄における民間需要の創出等を図ります。こ
れにより、国際水準の研究・教育拠点形成を推進し、我が国
の研究開発における国際競争力の強化や沖縄の振興、自立
的発展のための知的・産業クラスター形成の推進を図りま
す。

8.16 無 8.16 ① ② ② 沖縄振興局
沖縄科学技術大学
院大学企画推進室

127 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（１） 地域における
新たな産業の創
出、革新を促す仕
組みづくり

港湾における競争力強化対策 国際競争力の強化に資する港湾施設の整備を推進。 1.74 無 0.51 ① ① ③ 1.23 ① ② 223 港湾局 計画課

128 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

ものづくり・商業・サービス革新事業

海外等のニーズに対応したサービスやものづくりの新事業を
創出するため、認定支援機関等と連携して、革新的な設備投
資やサービス開発・試作品の開発を行う中小企業を支援す
る。

1,020.40 有 1,020.40 ① ① ② 0140 中小企業庁 経営
支援部

技術・経営革新課

129 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

小規模事業者支援パッケージ事業
小規模事業者にとって極めて身近な支援機関である商工会・
商工会議所と小規模事業者が一体となって取り組む各種販
路開拓等をパッケージで支援する。

252.20 無 251.20 ① ① ② 1.00 ① ① 0156 中小企業庁 経営
支援部

小規模企業振興課
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大区分 中区分 小区分
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C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

130 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

中小企業新陳代謝円滑化普及等事業

平成２７年１月の相続税引上げ・事業承継税制拡充の施行、
小規模企業共済制度の見直し等に合わせて、新陳代謝にか
かる施策等の講習会・説明会の開催、個別相談員の派遣等
を行う。合わせて小規模企業共済制度の見直しに係るシステ
ムの整備を行う。

23.92 無 23.92 ① ① 0160
中小企業庁 事業
環境部、　経営支
援部

財務課（事業環境
部）、
小規模企業振興課
（経営支援部）

131 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

地域中堅・中小企業海外販路開拓支援事業

地域の中堅・中小企業等の海外での販路開拓などを促進す
るため、地域企業を効果的・効率的に発掘し、きめの細かい
個別支援を行う。

14.89 無 14.89 ① ① ① 0109 通商政策局 通商政策課

132 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

先端課題に対応したベンチャー事業化支援
等事業

成長力のある起業家に対して、ベンチャーキャピタル(ＶＣ)やＩ
Ｔ起業経験者等が経営支援を実施することにより、新事業の
創出を促進。また、起業家や支援人材、大企業等によるネット
ワークの形成等を図り、新事業創出ノウハウの普及等による
人材育成や事業連携等を促進し、新事業創出のための環境
整備を図る。

11.60 無 5.00 ① ① ② 6.60 ① ① 0003 経済産業政策局、
商務情報政策局

新規産業室（経済
産業政策局）、
情報処理振興課
（商務情報政策局）

133 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

研究開発型ベンチャー支援事業

ＮＥＤＯが研究開発型ベンチャーを支援するＶＣ等を認定し、
認定したＶＣ等から出資を受けるベンチャー企業等に対して、
ＮＥＤＯが実用化開発、事業プラン作成、市場調査等の事業
化に係る費用などを支援する。また、併せてオープンイノベー
ションの促進を図る。

17.55 無 17.55 ① ③ △ 0028

本事業は研究開発型ベンチャー
を支援するＶＣ等を公募・採択し
た上で、補助事業者の公募・採
択を行う必要があるため、補助
事業者の採択までに一定の時間
を要する（10月中下旬）。

産業技術環境局
技術振興・大学連
携推進課

134 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事
業

中堅・中小企業等は、大企業が参入しないようなニッチマー
ケットなどにおいてもリスクを取って機動的に事業化を図るな
ど、イノベーションの創出への貢献が期待される。そのため、
中堅・中小企業等が、革新的な技術シーズを事業化に結びつ
ける「橋渡し」機能を有する機関の能力を活用して、共同研究
を実施する際に、ＮＥＤＯが支援する。

14.23 無 14.23 ① ② ③ 0015 産業技術環境局
技術振興・大学連
携推進課

135 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

ロボット導入実証事業

ロボットメーカーとユーザー事業者が連携して、ものづくり現
場やサービス分野等、ロボット未活用領域における生産性の
向上に向け、導入実証事業を実施。あわせて、ロボット導入
による自動化に関するＦＳ調査を実施し、費用対効果を示すこ
とで、ロボット未活用分野への導入を促進する。

22.00 無 22.00 ① ① ② 0085 製造産業局 産業機械課

136 外務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

無償資金協力によるODAを活用した中小企
業の活性化支援

途上国の経済社会開発を支援するために日本が実施する無
償資金協力において、日本の中小企業の機材・製品等を活
用することで、中小企業の活性化を支援する。

42.00 無 42.00 ① ③ ③ 97 国際協力局 開発協力総括課

137 外務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

技術協力によるODAを活用した中小企業の
活性化支援

途上国の経済社会開発を支援するために日本が実施する技
術協力において、日本の中小企業の機材・製品等を活用する
ことで、中小企業の活性化を支援する。

25.20 無 25.20 ① ① ② 98 国際協力局 開発協力総括課

138 外務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

無償資金協力によるODAを活用した地域経
済の活性化支援

途上国の経済社会開発を支援するために日本が実施する無
償資金協力において、日本の地方で生産された機材・製品等
を活用することで、地域経済の活性化を支援する。

115.00 無 115.00 ① ② ③ 97 国際協力局 開発協力総括課

139 外務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

技術協力によるODAを活用した地域経済の
活性化支援

途上国の経済社会開発を支援するために日本が実施する技
術協力において、日本の地方で生産された機材・製品等や地
方自治体等が有する技術・ノウハウを活用することで、地域
経済の活性化を支援する。

29.30 無 29.30 ① ① ② 98 国際協力局
政策課、
民間援助連携室、
開発協力総括課

140 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

中小企業・小規模事業者情報プラットフォー
ム活用支援事業

全国の中小企業への販路開拓支援等の各種支援発信・普及
を強化するため、「ミラサポ」の強化を行う。また、中小企業及
び支援担当者に対して、ITを活用した販路開拓に必要なノウ
ハウ等について、セミナー等を通じて幅広く情報提供し、立ち
上げを支援する。

4.85 無 4.85 ① ① ① 0157 中小企業庁 経営
支援部

技術・経営革新課

141 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（高収益型畜産体制構築事業）

畜産クラスターの推進のための、地域ぐるみで収益力を向上
させる新たな取組の実証や、このような取組の全国的な普及
活動等を支援。

2.00 無 2.00 ① ① 0149 生産局 畜産部 畜産企画課

142 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（畜産収益力強化緊急対策事業（交付金））

畜産の収益性の向上を図るため、畜産クラスター計画に定め
られた中心的な経営体の収益性の向上等に必要な機械の
リース整備を支援。

150.00 無 150.00 ① ① ① 0149 生産局 畜産部 畜産企画課

143 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（畜産収益力強化緊急対策事業（ハード））

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体
等の家畜飼養管理施設等の整備を支援。

51.15 無 51.15 ① ① 0149 生産局 畜産部 畜産企画課

144 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（配合飼料供給体制整備促進事業）

国産飼料原料供給業者や配合飼料工場等が連携した国産飼
料原料の利用拡大や流通・飼料製造コストの低減に資する配
合飼料供給体制整備計画の策定や、低コスト流通モデルの
普及啓発に向けた取組及び当該計画を踏まえた設備導入等
を支援する。

3.58 無 3.58 ① ② ③ 0149 生産局 畜産部
飼料課、
穀物課
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（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

145 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（畜産・酪農生産力強化緊急対策事業）

酪農経営における受精卵移植・性判別技術等を活用した和
子牛生産の拡大及び優良な乳用種後継雌牛の確保、和牛繁
殖経営における新技術を活用した繁殖性の向上等の取組を
支援。

19.76 無 19.76 ① ① ② 0149 生産局 畜産部 畜産振興課

146 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（草地難防除雑草駆除対策事業）

従来の草地改良では、防除が難しい難防除雑草の繁茂した
草地に対し、地域に合った効果的・効率的な難防除雑草駆除
計画を策定し、その計画に基づき行う高位生産草地等への転
換（除草材散布、耕起、砕土、整地、施肥、土壌改良資材投
入、優良品種の導入等による施工）を支援。

20.02 無 20.02 ① ① ① 0149 生産局 畜産部 飼料課

147 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産・酪農競争力の強化
（国産畜産物の新たな市場獲得のための技
術開発促進事業）

国産畜産物の新たな市場獲得のための技術開発及び機械・
設備の整備を支援。

7.28 無 7.28 ① ① ② 0149 生産局 畜産部
食肉鶏卵課、
牛乳乳製品課

148 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

担い手への農地集積・集約化等による構造
改革の推進
（農業農村整備事業）

農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を実施し、担い手へ
の農地集積・集約化や農業の高付加価値化を推進。

47.25 無 42.62 ① ① 4.63 ① ①
0100
0110 農村振興局 設計課

149 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

担い手への農地集積・集約化等による構造
改革の推進
（耕作放棄地再生利用緊急対策交付金）

耕作放棄地を引き受けて作物生産を再開する農業者、農地
中間管理機構、農業生産法人等が行う再生作業や土づくり、
作付け・加工・販売の試行、必要な施設の整備等の取組を総
合的に支援する。

2.00 無 2.00 ① ① ① 0098 農村振興局 地域振興課

150 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産業におけるロボット技術研究開発事
業

農林水産業・産業界の技術開発ニーズ等を把握し、ロボット
技術の農林水産業・食品産業現場への適用に向けてロボット
工学など異分野との連携による研究開発を支援。

11.50 無 11.50 ① ① ① 0166 農林水産技術会議
事務局

研究推進課

151 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産業におけるロボット技術導入実証事
業

農林水産業におけるロボット技術の導入実証を支援し、低コ
スト化、安全性の確保など、実用化・量産化に向けた課題の
解決を進める。

19.50 無 19.50 ① ① 0022 大臣官房
政策課 技術調整
室

152 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産物の高付加価値化等の推進
（農林水産業の革新的技術緊急展開事業）

迅速な競争力強化が必要な畜産分野をはじめ、農林水産業
の生産現場において革新的な技術体系を導入した実証研究
を支援。
また、メタボローム解析など先端分析技術の農林水産・食品
分野への応用研究を支援。

14.00 無 14.00 ① ① ① 0164 農林水産技術会議
事務局

研究推進課

153 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産物の高付加価値化等の推進
（６次産業化ネットワーク活動整備交付金）

六次産業化・地産地消法又は農商工等連携促進法の認定を
受けた農林漁業者等が、２・３次事業者等とネットワークを構
築し、制度資金等の融資を活用して、６次産業化等に取り組
む場合に必要となる加工・販売施設等の整備に対して支援。

12.41 無 12.41 ① ③ 0025 食料産業局 産業連携課

154 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産物の高付加価値化等の推進
（強い農業づくり交付金）

国産農畜産物の安定供給・輸出拡大のため、生産から流通
までの強い農業づくりに必要な共同利用施設の整備等を支
援。

75.00 無 75.00 ① ① 0126 生産局
総務課 生産推進
室

155 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産物の高付加価値化等の推進
（次世代施設園芸導入加速化支援事業）

次世代施設園芸拠点における木質バイオマス等エネルギー
供給センターや種苗供給センター、集出荷施設の整備を支援
するとともに、栽培管理システムのリース整備を支援。

40.00 無 40.00 ① ① 0143 生産局 農産部
園芸作物課 花き
産業・施設園芸振
興室

156 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農林水産物の高付加価値化等の推進
（加工・業務用野菜生産基盤強化事業）

輸入が多い加工・業務用野菜への転換を推進する産地に対
し、安定生産に必要な土壌・土層改良や関連資材の導入等を
支援。

12.00 無 12.00 ① ① ① 0144 生産局 農産部 園芸作物課

157 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

日本産農林水産物・食品の信頼回復等緊急
対策委託事業

原発事故後の輸入規制撤廃や風評被害の払拭の働きかけを
推進するため、より高い効果の得られるメディアを活用した日
本食・食文化の魅力発信や日本産農林水産物・食品の正しい
知識習得等のための取組を推進

3.00 無 3.00 ① ① 0021 食料産業局
食文化・市場開拓
課

158 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

香港、台湾等を対象とした緊急輸出対策

輸出の準備として、①日本産農林水産物・食品の価格形成構
造及び物流実態等の調査、②現地の規制等の輸出に関する
最新情報を提供するマーケットセミナーを実施。また、現地へ
の働きかけとして、①バイヤー、メディア関係者等を招き、生
産現場・検査体制等を視察、②現地バイヤー等へのセミナー
等を実施のほか、広告媒体を作成。

1.00 無 1.00 ① ① ① 0039 食料産業局 輸出促進課

159 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

米輸出特別支援事業
米について、輸出促進のための体制整備、統一的な販売促
進活動等の輸出拡大の取組を支援。

1.66 無 1.66 ① ① 0046 政策統括官 農産企画課
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D類型
（国が直接執行する事業）

160 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

畜産物輸出特別支援事業
畜産物について、輸出促進のための体制整備、統一的な販
売促進活動等の輸出拡大の取組を支援。

3.00 無 3.00 ① ① 0046 生産局
食肉鶏卵課、
牛乳乳製品課

161 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

日本食・食文化の魅力発信と輸出の促進
（卸売市場施設整備）

生鮮食料品等の円滑かつ安定的な流通や国産農林水産物・
食品の輸出促進等を図るため、国際空港・港に近い卸売市場
において、海外市場までの一貫したコールドチェーン化等に
向けた施設整備を支援。

101.00 無 101.00 ① ① 0126 食料産業局 食品流通課

162 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

日本食・食文化の魅力発信と輸出の促進
（ＨＡＣＣP対応のための施設改修等支援事
業）

輸出先国のＨＡＣＣP基準を満たすための水産加工・流通施設
の改修等の整備を支援。

20.00 無 20.00 ① ① ① 0296 水産庁 漁政部 加工流通課

163 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

日本食・食文化の魅力発信と輸出の促進
（水産基盤整備事業）

拠点漁港における荷さばき所等の衛生管理対策を図るととも
に、海域全体の生産力の底上げのため、水産物の生活史に
対応した水産環境整備を実施。

12.29 無 12.29 ① ① 0291 水産庁 漁港漁場
整備部

整備課

164 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農山漁村の活力回復支援
（小水力等再生可能エネルギー導入推進事
業）

農業集落排水施設の維持管理費の軽減に資する省エネ機器
等の導入を促進するため、農業集落排水施設の更新整備を
行うモデル地区において、省エネ機器等の導入に対する支援
を行うとともに、その効果を実証し、普及促進を図るもの。

1.00 無 1.00 ① ① ① 0191 農村振興局 地域整備課

165 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農山漁村の活力回復支援
（鳥獣被害防止総合対策交付金）

野生鳥獣の捕獲強化に向け、狩猟者の確保と技能向上に必
要な捕獲技術高度化施設（射撃場）を整備するとともに、増加
する捕獲個体の適切な処理に必要な「野生鳥獣肉の衛生管
理に関する指針（26年11月厚労省作成）」に準拠した食肉処
理加工施設等を整備。

20.00 無 20.00 ① ② 0184 農村振興局
農村環境課 鳥獣
対策室

166 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

農山漁村の活力回復支援
（農山漁村活性化プロジェクト支援交付金）

農山漁村活性化法に基づき、市町村等が作成する定住や地
域間交流を促進するための活性化計画の実現に向けて、生
活環境施設、地域間交流拠点施設等の整備を支援。

18.50 無 18.50 ① ② 0096 農村振興局 地域整備課

167 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

地域材利用促進・森林吸収源対策
（森林整備加速化・林業再生対策）

住宅着工戸数の落ち込みにより木材需要の大幅な増加が見
込まれ難い状況の中、林業の成長産業化に向けた取組の着
実な推進のため、地域の主体性や創意工夫に基づく取組を
通じ、地域材の需要拡大と安定供給体制の構築、持続的な
林業経営の構築等を図るための緊急対策を実施する。

546.30 有 545.75 ① ② 0.55 ① ① 0238 林野庁 計画課

168 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

地域材利用促進・森林吸収源対策
（森林整備事業）

林業の成長産業化に資するとともに、森林吸収源対策を推進
するための間伐や路網整備を実施・支援。

31.20 無 18.55 ① ① 12.65 ① ①
0196
0212 林野庁

整備課、
業務課

169 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

水産業収益性向上等支援事業
（漁業構造改革総合対策事業）

漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、改
革型漁船の導入や他魚種転換による経営の多角化等によ
り、収益性向上の実証に取り組む場合に必要な経費等を支
援。

34.88 有 34.88 ① ① ① 0274 27-054 水産庁 資源管理
部

漁業調整課

170 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

水産業収益性向上等支援事業
（強い水産業づくり交付金）

地域活性化に向けた水産業の健全な発展と水産物の安定供
給を図るため、産地における所得の向上、地先資源の増大等
の取組や漁港や漁村における地震や津波等の災害対策のた
めの施設整備に係る取組等を支援。

20.00 無 20.00 ① ① 0293 水産庁 漁港漁場
整備部

防災漁村課

171 環境省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

指定管理鳥獣捕獲等事業

ニホンジカ及びイノシシの被害が拡大、深刻化していることか
ら、平成２７年５月２９日の施行を予定している改正鳥獣法に
基づく指定管理鳥獣捕獲等事業を円滑かつ確実に推進する
ため、事業の効果的な実施計画の策定、イノシシ及びニホン
ジカの効果的、効率的な捕獲等を推進するモデル事業として
平成２６年度から実施するもの。

13.01 無 13.01 ① ③ 235 自然環境局
野生生物課 鳥獣
保護管理室

172 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

地域観光振興緊急対策事業

広域観光周遊ルートの形成に向けた早期の体制構築、観光
地域経済の「見える化」の推進、地域の連休の創出・分散化
に向けた取組への支援、観光産業における人材の育成・新規
需要の創出等を行う。

5.30 無 5.30 ① ①
248-1
248-2 観光庁

参事官（外客受入
担当）

173 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

訪日2000万人に向けた新規インバウンド需
要創出事業

訪日外国人旅行者数2000万人時代を見据え、4月を中心とし
た春の桜シーズンなどの新たな訪日シーズンを創出・定着さ
せるとともに、中国沿岸部・内陸部等の新たな市場開拓等を
推進するため、年明けより集中的なプロモーションを切れ目な
く実施。

34.16 無 34.16 ① ① ① 239 観光庁 国際観光課

174 法務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（２） 地域の活性化
に資する企業・産
業に対する支援

地域の観光振興のための出入国審査体制の
強化

平成26年度に緊急増員を措置した地方空港等において，審
査ブースの増設や出入国審査機器等の整備を行い，増加す
る訪日外国人旅行者に対する円滑かつ厳格な出入国審査体
制を確保する。これにより，国内需要を喚起し，観光の振興を
通じた地域の活性化を図るとともに，水際対策を強化し，安
全・安心な社会を実現する。

3.63 無 3.63 ① ①

0057
0061
0062
0063

入国管理局 総務課
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175 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海
外展開支援事業

国内外の関係機関とも幅広く連携しながら、「訪日外国人観
光客の増加」（「ビジットジャパン」）や、「地域の活性化」等を
目的とした放送コンテンツを製作し、海外に継続的に発信する
モデル事業等を支援。

16.50 無 16.50 ② ③ 0099 情報流通行政局
情報通信作品振興
課

176 外務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海
外展開支援事業

地方の民放テレビ局等が有するコンテンツのうち、総務省や
J-LOPの支援等によりローカライズされたテレビ番組等の中
から海外への紹介に相応しいものを選定し、商業ベースでの
販売が困難な途上国等に無償提供する

30.35 無 30.35 ① ② ③ 72

事業全体は複数の個別契約に
より構成されるものであり、一部
の個別契約について締結開始。
今後も個別契約の締結を順次進
めていく。

大臣官房
文化交流・海外広
報課

177 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

地域経済活性化に資するコンテンツの海外展
開支援事業

日本コンテンツの海外展開の促進のため、字幕・吹き替え等
のローカライズや国際見本市への出展等のプロモーション等
の支援を通じて、地域の魅力を発信するコンテンツ及び地域
コンテンツ企業の海外展開と連携してインバウンドやアウトバ
ウンドを後押しする。

59.97 無 59.97 ① ① ① 0179 商務情報政策局
文化情報関連産業
課

178 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海
外展開支援事業

地方への外国人観光客の誘致に資する映像コンテンツの制
作・放映を支援するとともに、海外でのプロモーションを実施。
（総務省、経済産業省、外務省と連携して実施）

3.00 無 3.00 ① ② ② 247 観光庁 国際観光課

179 内閣府

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

地域の多様で力強い経済活動等の国際広報
の実施

日本各地域の多様な資源を活用した経済活動等を発信する
ため、①総理外遊時等に自治体の首長や中堅企業幹部など
地域に関する知見を有する者等が参加する地方発信イベント
や、②海外テレビＣＭの制作・放映やSNS広告等を使った拡
散、効果測定等を行い、地域の特性を生かした多様な成長可
能性を発信することで、地域の活性化を促すとともに、アベノ
ミクスに対する国際的な信認を確保する。

6.01 無 6.01 ① ① 0009 政府広報室

180 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

放送・通信の連携による地域コンテンツ流通
促進事業

全国の各地域が保有しているコンテンツの域内外への発信を
可能とするため、技術的課題や運用上の課題を解決するた
めの実証実験を実施。

1.50 無 1.50 ② ② 0101 情報流通行政局
放送政策課、
情報通信作品振興
課

181 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

テレビ国際放送の充実強化

テレビ国際放送の充実強化を図るため、①多言語化の実現
に向けた副音声放送及びインターネット配信による実証、②
認知度向上に向けたプロモーション活動の推進の取組を実施
する。

3.90 無 3.90 ① ① 0105 情報流通行政局 国際放送推進室

182 総務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（３） 地域の魅力の
情報発信の支援

ネットワーク仮想化技術の研究開発

ビッグデータの利活用を可能とするため、様々なネットワーク
を迅速かつ柔軟に構成・制御し、かつ安全な運用管理を可能
とするネットワーク仮想化技術を早期に確立し、広域ネット
ワークへの導入のための実証実験を実施する。

6.00 無 6.00 ① ① 0058 情報通信国際戦略
局

技術政策課 研究
推進室

183 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

担い手への農地集積・集約化等による構造
改革の推進
（新規就農・経営継承総合支援事業）

①青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、新規
就農者に対して経営が不安定な就農直後(5年以内)の所得を
確保する給付金を給付する(青年就農給付金)。
②雇用就農による青年新規就農者の確保を図るため、農業
法人等が新規雇用者に対して実施する基礎的な農業技術・
経営ノウハウを習得するための実践研修(OJT研修)を支援す
る(農の雇用事業)。

58.13 無 58.13 ① ① ① 0079 経営局 就農・女性課

184 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

地域材利用促進・森林吸収源対策
（「緑の雇用」現場技能者育成対策事業）

林業への適性を見極めるためのトライアル雇用及び新規就
業者に対する基礎研修の一部先行実施

3.25 無 3.25 ① ① ① 0228 林野庁
経営課 林業労働
対策室

185 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

水産業収益性向上等支援事業
（新規漁業就業者総合支援事業）

漁業への新規就業希望者が円滑に漁業に就業できるよう、就
業情報の提供や漁業現場での長期実地研修等、求職者の段
階に応じたきめ細かな支援を実施。

2.73 無 2.73 ① ① ① 0278 水産庁 漁政部 企画課

186 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

建設分野における外国人材活用の適正化事
業

平成26年4月4日の関係閣僚会議においてとりまとめられた、
「建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置」では、
現行の技能実習制度を上回る監理体制を構築することとして
おり、外国人材活用の適正化に向け、監理団体及び受入企
業に対して巡回指導等を実施する「制度推進事業実施機関」
の活用、管理システムの構築を行う。

1.00 無 1.00 ① ① 340 土地・建設産業局
建設市場整備課
労働資材対策室

187 経済産業省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

中心市街地再生事業費補助金

市町村が策定した中心市街地活性化基本計画に基づき、民
間事業者が実施する商業施設等の改修・リノベーション等
や、コンパクトシティ化を進める中で不可欠となる買物弱者対
策について、様々なサービスと組み合わせる等の持続可能性
が高いモデル事業を支援。

22.00 無 22.00 ① ① ② 0158 商務流通保安グ
ループ

中心市街地活性化
室、流通政策課

188 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

地域の競争力の強化を図る社会資本の総合
的整備（社会資本整備総合交付金）

持続可能な都市構造の実現のための都市機能の立地の適
正化に関する事業、建設工事費の高騰により進捗が停滞して
いる市街地再開発事業等に対して、総合的な支援を実施す
る。

25.00 無 25.00 ① ① 365 大臣官房
社会資本整備総合
交付金室
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関連する行
政事業レ

ビューの事業
番号

関連する基
金シート番

号
部局 担当課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

189 外務省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

２．地域の産業振
興等による経済の
活性化

（４） 人材市場の流
動化、住環境等の
整備

アフリカ諸国の人材育成を通じた地域活性
化・中小企業等のアフリカ進出支援（ABEイニ
シアティブ）

アフリカ諸国の産業開発を担う優秀な若手人材350名を地方
を中心とした我が国の大学院（70校想定）及び民間企業（イン
ターン）に受け入れることで，我が国の地方経済の活性化と中
小企業等のアフリカ進出に貢献する。

35.69 無 35.69 ① ① ② 98 国際協力局
国別開発協力第三
課

190 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

離島活性化交付金

離島活性化交付金を活用し、海上輸送費の軽減等戦略産業
の育成による雇用拡大等の定住促進、観光の推進等による
交流の拡大促進、安全・安心な定住条件の整備強化等の取
組を支援する。

6.50 無 6.50 ① ② 400 国土政策局 離島振興課

191 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

奄美群島振興交付金

農業に使用する共同利用機械のうち収穫機、選別機を農業
創出緊急支援事業の交付率6/10の対象に追加し、農業の機
械化を推進するとともに台風に強い平張ハウスの整備を推進
する。また、避難所及び防災拠点としての利用を想定している
既存施設において、非常用電源設備の設置等を緊急に実施
する。

3.00 無 3.00 ① ② 403 国土政策局 特別地域振興官

192 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

小笠原諸島振興開発事業費補助
東京都及び小笠原村が実施する老朽施設の更新（おがさわ
ら丸の代替船整備支援等）や、今後大型化する代替船の停
泊等に対応するための既設の岸壁の延伸を支援する。

4.50 無 4.50 ① ② 404 国土政策局 特別地域振興官

193 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

半島振興連携促進調査事業

地域の主役となる地方公共団体、住民、ＮPＯなどの多様な主
体が連携し、地域の魅力の発信や地域資源を活用した産品
開発等に取り組む事例をモデル事業として調査し、連携推進
体制を強化するとともに、その成果やノウハウを他の半島地
域に展開する。

2.00 無 2.00 ① ② 265 国土政策局
地方振興課半島振
興室

194 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

外国漁船操業対策
（韓国・中国等外国漁船操業対策事業）

韓国・中国等の国・地域の漁船により影響を受けている漁場
の機能回復や漁業者の経営安定・被害救済のための対策を
支援。

26.00 有 26.00 ① ① ① 0273 27-060 水産庁 資源管理
部

漁業調整課

195 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

外国漁船操業対策
（沖縄漁業安定基金事業）

広大な米軍訓練海域や米軍艦船等により影響を受けている
沖縄の漁業者の経営安定のための総合的な漁業者負担軽
減対策に対する助成を行う。

10.00 有 10.00 ① ① ② 0280 27-061 水産庁 資源管理
部

漁業調整課

196 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

外国漁船操業対策
（小笠原諸島周辺海域における漁業取締体
制の強化）

小笠原諸島周辺海域における多数の中国違法サンゴ船に対
する取締体制を強化するため、漁業取締船の運航体制の強
化及び装備の充実を図る。

2.75 無 2.75 ① ① 0242 水産庁 資源管理
部

管理課

197 農林水産省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

外国漁船操業対策
（小笠原諸島周辺海域宝石サンゴ緊急対策
事業）

多数の中国サンゴ船による違法操業が行われている小笠原
諸島周辺海域の宝石サンゴ資源及び海底環境等に関する調
査を緊急的に実施して科学的知見を収集し、中国のサンゴ船
の違法操業が宝石サンゴ資源及び海底環境等に与える影響
を評価するとともに宝石サンゴ資源の管理手法を検討する。

1.32 無 1.32 ① ① 0248 水産庁 増殖推進
部

漁場資源課

198 環境省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

海岸漂着物等地域対策推進事業
海岸漂着物処理推進法に基づき、地方公共団体等が実施す
る海岸漂着物の回収・処理や発生抑制策及び漂流・海底ご
みの回収・処理等の取組に対する支援を行う。

25.00 無 25.00 ② ③ 0132 水・大気環境局
水環境課 海洋環
境室

199 環境省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

世界遺産保全管理拠点施設等整備

小笠原諸島の世界自然遺産としての顕著で普遍的な価値を
保全し、その魅力を維持・向上させるため、世界遺産委員会
から勧告を受けている外来種対策等の保全管理を重点的に
進める保全管理拠点を整備する。

10.09 無 10.09 ① ① 213 自然環境局 自然環境計画課

200 環境省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

自然地域における外来生物緊急対策事業

・小笠原諸島兄島における特定外来生物のグリーンアノール
の根絶に向け、集中的捕獲を新たな生息確認エリア及びその
周辺まで拡大し、取組を強化する。
・長崎県対馬市において、ツマアカスズメバチの巣の探索・撤
去等の緊急対策により分布拡大を抑制するとともに、生態系
影響を把握する。

3.00 無 3.00 ① ① 220 自然環境局
国立公園課、野生
生物課

201 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

フリーゲージトレイン技術開発

フリーゲージトレインの九州新幹線（長崎ルート）への導入に
向けた３モード耐久走行試験に係る調査及び北陸新幹線へ
の導入に向けた雪対策（耐雪・耐寒化）に関する技術開発を
行う。

8.00 無 8.00 ① ① ① 253 鉄道局
技術企画課 技術
開発室

202 国土交通省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

青函トンネル共用走行調査
北海道新幹線の青函共用走行区間において、新幹線の高速
走行を実現するため、在来線と新幹線のすれ違いを防止する
新たなシステムと線路支障物の確認手法の開発を推進する。

6.30 無 6.30 ① ① ① 253 鉄道局 施設課

203 文部科学省

Ⅱ．地方が直面す
る構造的課題等へ
の実効ある取組を
通じた地方の活性
化

３．地域の個別課
題等への対応

オリンピック・パラリンピックに向けた対応
（(独)日本スポーツ振興センター出資金）

 （独）日本スポーツ振興センターが行う国立霞ヶ丘競技場改
築関連事業を円滑に進めるため、競技場改築に係る財務基
盤の強化のため出資を行う。

124.72 無 124.72 ① ① ① 0342 スポーツ庁 政策課
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（国から独立行政法人・認可法人等
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B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

204 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

広島土砂災害や台風災害等からの復旧
（公立学校施設の災害復旧）

公立学校施設災害復旧費国庫負担法に基づき、地方公共団
体が行う公立学校施設の災害復旧に要する経費の一部を負
担することにより、学校教育の円滑な実施を確保する。

6.75 無 6.75 ① ① 0101 大臣官房 文教施
設企画部

施設企画課 防災
推進室

205 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

広島土砂災害や台風災害等からの復旧
（公立社会教育施設の災害復旧）

平成２６年に発生した豪雨、台風等の激甚災害（本激）により
被災した特定地方公共団体の設置する社会教育施設の施
設・整備等の復旧に要する工事費等に対し、国がその２／３
を補助するとともに、交付決定等の事務を行う都道府県が要
する事務費を交付する。（激甚法第１６条に基づく補助）

2.93 無 2.93 ③ - 0027
9月末までに１施設以外は現地
調査を完了し、交付内定を行っ
た。残りの１施設は１１月に現地
調査を予定している。

生涯学習政策局 社会教育課

206 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

広島土砂災害や台風災害等からの復旧
（私立学校施設災害復旧事業（私立学校施設
災害復旧都道府県事務費交付金含む））

平成２６年に発生した豪雨、台風等の激甚災害（本激）により
被災した私立学校施設の復旧に要する工事費に対し、国が
その１／２を補助するとともに、交付決定等の事務を行う都道
府県が要する事務費を交付する。（激甚法第１７条に基づく補
助）

3.21 無 3.21 ① ① 0167 高等教育局 私学
部

私学助成課

207 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

保健衛生施設等災害復旧費補助金
平成26年8月19日からの大雨により被災した保健衛生施設等
の復旧に要する費用の一部に対して補助を行う。

0.44 無 0.44 ① ② 303 健康局
総務課 指導調査
室

208 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

水道施設災害復旧費補助
平成26年8月の大雨等で被災した水道施設について、地方公
共団体が実施する原形に復旧する事業及び応急的に施設を
設置する事業に要する費用に対して補助を行う。

2.11 無 2.11 ① ② 340 健康局 水道課

209 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

災害復旧事業 災害により被災した農地・農業用施設等の災害復旧 148.08 無 148.08 ① ① 0317 農村振興局 防災課

210 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

災害復旧等事業（林野庁関係）
災害により被災した治山・林道施設等の復旧及び新たに発生
又は拡大した荒廃山地等の緊急な復旧整備等

143.56 無 110.93 ① ① 32.63 ① ② 0320 林野庁
整備課、
治山課、
業務課

211 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（災害復旧等事業）

災害により被災した公共土木施設等の災害復旧等 22.05 無 22.05 ① ① 0324 水産庁 漁港漁場
整備部

防災漁村課

212 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

災害復旧等事業（国土交通省関係）
被災した公共土木施設等の原形復旧及び原形復旧のみでは
再度災害防止を図ることが十分期待できない場合の改良復
旧等を実施

995.05 無 905.67 ① ① 89.38 ① ①

468
469
470
471
477

大臣官房 会計課

213 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

住宅施設災害復旧事業

災害によって滅失又は著しく損傷した既設の公営住宅・共同
施設の建設・補修や、その宅地の復旧に要する費用として地
方公共団体が負担する費用の助成を行う。（平成26年の発生
に係る豪雨等の自然災害による被害を復旧するための予算
額を追加）

0.67 無 0.67 ① ① 001 住宅局 住宅総合整備課

214 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

災害等廃棄物処理事業費補助金

市町村（一部事務組合を含む）が、「平成26年８月豪雨」など
により発生した災害廃棄物の収集、運搬及び処分に要した経
費について、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45
年法律第137号）第22条の規定に基づき、市町村に対し国庫
補助を行う。

49.05 無 49.05 ① ① 161 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

廃棄物対策課

215 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

廃棄物処理施設災害復旧事業費補助
「平成26年８月豪雨」などにより被災した廃棄物処理施設を、
市町村（一部事務組合を含む）が復旧するために必要な経費
について、国庫補助を行う。

5.68 無 5.68 ① ① 164 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

廃棄物対策課

216 経済産業省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

石油貯蔵施設復旧・安全性強化推進事業

沖縄県の原油タンクは旧規格で建設されているものが多く、
気象の影響もあり老朽化が進んでおり、平成２６年１０月の大
型台風により、複数の原油タンクが被害を受けた。本事業で
は、これら原油タンクの復旧工事や、事故が起きにくいタンク
構造への転換工事の費用の一部を補助する。

10.50 無 10.50 ① ① 0304 資源エネルギー庁
資源燃料部

石油精製備蓄課

217 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（１）土砂災害や台
風災害等の大規模
災害からの復旧

（研）海上技術安全研究所の実海域再現水槽
の復旧工事

平成26年2月15日の降雪により、（研）海上技術安全研究所
の実海域再現水槽が倒壊したことに伴う復旧工事。

1.35 無 1.35 ① ① ① 429 海事局 海洋・環境政策課

218 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（農業農村整備事業）

基幹的な農業水利施設等の耐震診断や耐震化工事、老朽化
したため池対策、農村地域の洪水被害防止対策や地すべり
対策等を実施。

110.26 無 2.40 ① ① ② 37.26 ① ① 70.60 ① ①
0100
0101
0105

農村振興局 設計課
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219 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（農山漁村地域整備交付金）

地方の裁量によって実施する基幹的な農業水利施設等の耐
震診断や耐震化工事、治山・海岸施設の整備等の防災・減災
対策を通して、強い農林水産業のための基盤づくりを推進。

50.00 無 50.00 ① ① 0099 農村振興局 地域整備課

220 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（治山事業）

治山施設の整備等による荒廃山地等の復旧整備 30.95 無 15.44 ① ① 15.51 ① ①
0213
0197 林野庁

治山課、
業務課

221 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（森林整備事業）

山地災害等を防止するため、奥地水源林等の森林整備を実
施・支援。

42.86 無 12.50 ① ① ① 30.36 ① ①
0200
0212 林野庁

整備課、
業務課

222 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（水産基盤整備事業）

地震・津波、台風等の大規模自然災害に備えた防災・減災、
長寿命化対策として、岸壁の耐震化、防波堤の拡幅・嵩上げ
等の改良及び老朽化した漁港施設の長寿命化等を推進。

28.68 無 28.68 ① ① 0291 水産庁 漁港漁場
整備部

整備課

223 農林水産省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

農山漁村の災害復旧など防災・減災対策
（特殊自然災害対策施設緊急整備事業）

火山の噴火により著しい被害を受け、又は受けるおそれがあ
ると認められる地域を対象として、防災営農施設整備計画に
基づき被害を防除・最小化するために必要となる洗浄用機械
施設の整備等に対する助成を行う。

1.50 無 1.50 ① ② 0112 農村振興局 防災課

224 内閣府

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

沖縄振興交付金事業の推進に必要な経費

沖縄振興に資する事業を県が自主的な選択に基づいて実施
できる交付金（沖縄振興特別措置法に明記）により、沖縄の
実情に即したより的確かつ効果的な施策を展開し、国家戦略
として、沖縄振興策を総合的・積極的に推進する。

4.40 無 4.40 ① ① 沖縄振興局
特定事業担当参事
官室

225 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

水道施設の耐震化対策等

災害時でも安全で良質な水道水を供給し、将来にわたり持続
可能かつ強靱な水道を構築するため、南海トラフ地震等の巨
大災害の発生に備え、地方公共団体が実施する水道施設の
耐震化対策等に要する費用に対して補助を行う。

250.00 無 250.00 ② ③ 340 健康局 水道課

226 経済産業省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

高圧ガス設備の耐震補強支援事業
球形貯槽等に係る耐震基準への既存設備の適合を促進する
ため、球形タンクを支える脚部（ブレース）の補強をはじめとす
る耐震補強対策を支援。

9.22 無 9.22 ① ① ② 0516 商務流通保安グ
ループ

高圧ガス保安室

227 経済産業省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

高圧エネルギーガス設備の耐震補強支援事
業

球形貯槽等に係る耐震基準への既存設備の適合を促進する
ため、球形タンクを支える脚部（ブレース）の補強をはじめとす
る耐震補強対策を支援。

9.22 無 9.22 ① ① ② 0297 商務流通保安グ
ループ

高圧ガス保安室

228 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

自然災害リスクが高い箇所の緊急防災対応
（防災・安全交付金）

水害・土砂災害対策（土砂災害防止法に基づく基礎調査を含
む）、道路における地震、地滑り等からの自然災害リスク回避
のための緊急対応等の地方公共団体が実施する事業に対し
て、総合的な支援を実施する。

505.04 無 505.04 ① ② 366 大臣官房
社会資本整備総合
交付金室

229 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

河川等の緊急防災対策
激甚な水害・土砂災害の発生により、人的被害や国民の生活
に大きな支障が生じた地域等におけるハード・ソフト一体と
なった緊急的な水害・土砂災害対策等を実施。

245.37 無 14.75 ① ② 230.62 ① ①

053
119
121
122
124
403
406

水管理・国土保全
局

河川計画課

230 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

海岸の緊急防災対策
切迫する南海トラフ地震による津波被害リスクが高い地域に
おける地震・津波対策等を実施。

3.49 無 3.49 ① ① 023 水管理・国土保全
局

海岸室

231 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

道路の緊急防災対策
地震、地滑り等の災害発生時における被害を回避又は軽減
するために必要な道路の防災対策、耐震対策、代替路の整
備等を推進。

392.45 無 16.83 ① ① 375.62 ① ①
0029
0175

0176-01
道路局 企画課

232 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

国営公園における緊急防災対応
大規模地震災害等の自然災害リスクが高い箇所の緊急防災
対策のため、公園施設の整備を行う。

1.54 無 1.54 ② ② 50 都市局 公園緑地・景観課

233 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

海岸保全施設の津波・高潮対策等（港湾海
岸）

津波・高潮対策等を推進するための海岸保全施設の整備。 2.49 無 2.49 ① ① 27 港湾局 海岸・防災課
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由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

234 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

都市鉄道整備事業費補助
（地下鉄補助・浸水対策）

公営地下鉄事業者等に対し、各自治体の定めるハザードマッ
プ等により、浸水被害が想定される地下駅等（出入口、トンネ
ル等）の中で、特に早期に対策が必要な箇所の防潮扉や止
水板等の浸水対策について、支援を行う。

4.80 無 4.80 ① ① ① 279 鉄道局 都市鉄道政策課

235 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

鉄道防災事業費補助
（青函トンネル）

北海道・本州間を結ぶ唯一の陸路として活用され、国民生活
の安定や経済活動等に寄与している青函トンネルについて、
その機能保全を図るための設備の更新を行う。

3.90 無 3.90 ① ① ① 144 鉄道局 施設課

236 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

鉄道施設の耐震化事業
（鉄道施設安全対策事業費等補助金）

阪神・淡路大震災及び東日本大震災を踏まえ、また、防災・
減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都直下地震・南
海トラフ地震等に備えて、主要駅や高架橋等の耐震対策を一
層推進する。

17.30 無 17.30 ① ① 148 鉄道局 施設課

237 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

火山観測体制等の強化
（火山観測研究基盤等の整備）

御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究に必要な地震・火山
観測施設等の更新・強化や、突発的な火山活動にも機動的
に対応するため、効率的かつ効果的な火山観測研究体制等
の強化を図るとともに、南海トラフ地震等に対応する耐震技術
の開発を進める。

36.56 無 36.56 ① ① ②

304
240
143

0125

研究開発局、
大臣官房 文教施
設企画部、
研究振興局

地震・防災研究課
（研究開発局）、
計画課（大臣官房
文教施設企画
部）、
学術機関課（研究
振興局）

238 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

火山観測体制等の強化
火山噴火予知連絡会の検討を踏まえ、火山観測体制等を強
化するための火山観測施設等の整備を行う。

64.91 無 64.91 ① ②
0088
0456 気象庁 経理管理官

239 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

火山周辺の地殻変動監視の強化
火山活動に伴う地殻変動の監視を強化するため、火山周辺
の地殻変動を観測する「電子基準点」の更新及び強化を行
う。

1.50 無 1.50 ① ① 394 国土地理院 測地
観測センター

衛星測地課

240 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

山岳安全対策等緊急整備費

国立公園の山岳地の利用においては、噴火等の自然災害に
遭遇するおそれがあるため、既存施設等について、老朽化し
た施設の改修や補強及び情報提供施設等の整備を行い、利
用者の安全確保を推進する。

2.00 無 2.00 ① ① 245 自然環境局
自然環境整備担当
参事官室

241 警察庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

大規模災害対策の推進

平成26年中に発生した土砂災害・火山災害等を踏まえた災害
警備用資機材及び災害訓練施設の整備を行う。また、大規模
災害発生時における警察の情報収集・伝達体制を確保する
ための警察情報通信基盤の整備を行う。

17.15 無 17.15 ① ③ 長官官房 会計課

242 総務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

緊急消防援助隊の災害対応力の強化
広島市土砂災害及び御嶽山噴火災害を踏まえ、より専門的
な車両・資機材を緊急消防援助隊に配備し、多様な大規模災
害への対応力を強化

5.88 無 5.88 ② ③ 146 消防庁
参事官
防災情報室
広域応援室

243 総務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

消防団の装備・訓練の充実強化

大規模災害時に備え、消火・救助・応急処置に必要な初動対
応多機能車を土砂災害等の発生が危惧される地方公共団体
に無償貸付けし、多様な初動対応を可能にする実践的な教
育訓練を実施し、消防団の災害対応能力を向上

15.04 無 15.04 ② ② 148 消防庁 地域防災室

244 総務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

退避壕・退避舎等の整備

御嶽山噴火により登山者の安全を確保するための退避壕・退
避舎の整備の必要性が再認識されたことを踏まえ、常時観測
火山において緊急的に退避壕・退避舎の整備を行う地方公
共団体に対し、整備に要する経費の一部を補助し、これらの
整備を促進

3.00 無 3.00 ① ② 147 消防庁
消防・救急課
防災課

245 内閣府

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

準天頂衛星システム整備による防災・減災の
取組強化

「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」
（平成23年9月30日閣議決定）に基づき、施策の目的を実現
するべく、準天頂衛星３機（２号機～４号機）の開発・整備を行
う。

68.80 無 68.80 ① ① ① 宇宙戦略室

246 経済産業省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業

 耐震安定性に問題が判明した集積場に対しては早急に耐震
安定化対策を講じる必要があるとともに、老朽化が進む鉱害
防止施設に対しても早急な対策工事が必要である。このた
め、地方公共団体が実施する鉱害防止事業に要する費用に
対し補助を行う。

1.86 無 1.86 ① ③ 0510 商務流通保安グ
ループ

鉱山・火薬類監理
官付

247 国立国会図
書館

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（２）自然災害リス
クが高い地域・施
設等における緊急
防災対応等

災害対応力強化のためのデジタルアーカイブ
整備

災害対応力強化のため、国民生活の基盤となる国立国会図
書館所蔵資料をデジタル化する。デジタル化された国立国会
図書館所蔵資料をネットワークを通じて配信することにより、
国民の安心・安全のための知のセーフティネットを構築し、災
害・危機等への対応力の強化に役立てることができる。

10.08 無 10.08 ① ① 総務部 会計課

248 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

東京湾における一元的な海上交通管制の構
築

東京湾における災害発生時に、船舶への警報等の伝達、避
難海域等の情報提供を迅速確実に実施するため、海上交通
管制業務を一元的に実施する体制を構築する。

17.50 無 17.50 ① ① 199 海上保安庁 総務
部

政務課
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補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

関連する行
政事業レ

ビューの事業
番号

関連する基
金シート番

号
部局 担当課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

249 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

港湾における防災・減災対策
災害時の緊急物資輸送の拠点となる岸壁や風水害対策とし
ての航路の整備等を推進。

58.78 無 0.45 ① ① 58.33 ① ①

218
221
401
406

内閣府77

港湾局 計画課

250 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

空港の耐震対策等
地震被災時に空港に求められる機能を確保するため、最低
限必要となる基本施設の耐震対策等を実施する。

21.82 無 6.80 ① ① 15.02 ① ②

255
259
260
261

航空局 航空ネット
ワーク部

空港施設課

251 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・
拠点整備事業

大規模災害時における災害廃棄物処理体制の構築、災害廃
棄物処理体制に係る検討体制の強化、制度的な対応や災害
対応強化に向けた取組の啓発等を進める。

4.89 無 4.89 ① ② 165 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

廃棄物対策課

252 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・
拠点整備事業

大規模災害発生時において、生活環境の保全と衛生が保た
れるよう、地域の災害対応拠点となり得る廃棄物処理施設の
整備を緊急支援する。

200.00 無 200.00 ① ① 165 大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

廃棄物対策課

253 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

地籍調査の促進（地籍調査費負担金）

土地境界の明確化は、事前防災や被災後の復旧・復興の迅
速化のためにも極めて有用であるが、全国における地籍調査
の進捗率は51％（平成25年度末）。
南海トラフ地震の被害想定や平成26年８月の広島土砂災害
等を踏まえ、津波、土砂災害、液状化等の被害想定地域を含
む自治体要望地域のうち、緊急性・防災性の観点から内容を
精査し、事業実施が可能な地域では、補正予算を活用して地
籍調査を実施する市町村等を財政的に支援。

21.10 無 21.10 ① ② 346 土地・建設産業局 地籍整備課

254 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

都市部官民境界基本調査

土地境界の明確化は、事前防災や被災後の復旧・復興の迅
速化のためにも極めて有用であるが、全国における地籍調査
の進捗率は51％（平成25年度末）。
南海トラフ地震の被害想定や平成26年８月の広島土砂災害
等を踏まえ、津波、土砂災害、液状化等の被害想定地域を含
む自治体要望地域のうち、緊急性・防災性の観点から内容を
精査し、事業実施が可能な地域では、補正予算を活用して国
直轄で官民境界情報を整備。

9.03 無 9.03 ① ② 347 土地・建設産業局 地籍整備課

255 総務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

Ｇ空間防災システムとＬアラートの連携推進
事業

安全で災害に強い社会を実現するため、Ｌアラートにおける自
治体等による位置情報等の入力支援やメディアによる災害情
報の視覚化等の実証、自治体の防災情報システムにおけるＬ
アラートやＧ空間情報の標準仕様策定に向けた実証等を実
施

4.00 無 4.00 ① ② 0098 情報流通行政局 地域通信振興課

256 総務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

放送ネットワーク整備支援事業

深刻な災害の頻発や、大規模災害発生の可能性を踏まえ、
住民が災害関連情報等を確実に入手できる環境を構築する
ため、①放送局の予備送信設備等の整備費用、②ケーブル
テレビ幹線の２ルート化等の整備費用の一部を補助

3.30 無 1.24 ① ③ 2.06 ① ① 0103 情報流通行政局
地上放送課、
地域放送推進室

257 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推
進

社会インフラの災害対応及び維持管理の効果・効率の一層
の向上に資するため、災害調査・応急復旧等の重点分野に
おけるロボットを公募し、直轄現場で検証・評価を行い、より
実用性の高いロボットの開発を促進し、直轄での先導的導入
と地方公共団体等への普及を図る。

3.90 無 3.90 ① ② 302 総合政策局
公共事業企画調整
課

258 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

災害に強い物流システム構築事業
災害に強い物流システム構築協議会において、広域物資拠
点としてリストアップされた民間物流施設に対して、非常用電
源設備・非常用通信設備の導入を支援する。

2.16 無 2.16 ① ① 212 総合政策局
物流政策課 物流
産業室

259 内閣府

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

災害発生時の防災体制・対応力強化
（中央防災無線網等の整備）

災害発生時の防災体制・対応力強化を図るため
・中央防災無線網等の整備
を実施。

4.36 無 4.36 ② ②
0047
0149

政策統括官（防災
担当）付

参事官（災害緊急
事態対処担当）付

260 内閣府

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

災害発生時の防災体制・対応力強化
（現地対策本部設置に係る施設の改修）

災害発生時の防災体制・対応力強化を図るため
・現地対策本部設置に係る施設の改修
を実施。

1.12 無 1.12 ① ② 147 政策統括官（防災
担当）付

参事官（事業推進
担当）付

261 内閣府

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

災害発生時の防災体制・対応力強化
（物資調達・輸送調整等支援システム等の強
化）

災害発生時の防災体制・対応力強化を図るため
・物資調達・輸送調整等支援システム等の強化
を実施。

0.45 無 0.45 △ - 0151

調達するシステム・システムの根
幹となる物資調整シートの仕様
を固め、９月７日に起案済み。会
計課において、ＣＩＯ補佐官によ
る仕様書の確認を受けていると
ころ。会計課での決裁が下り次
第、速やかに移行の手続きを進
める予定。契約締結時期は１１
月中旬以降の見込み。

政策統括官（防災
担当）付

参事官（災害緊急
事態対処担当）付
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補正予
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段階

「契約
準備」
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（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
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「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

関連する行
政事業レ

ビューの事業
番号

関連する基
金シート番

号
部局 担当課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

262 防衛省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

自衛隊の災害対処能力の向上等
大規模災害や感染症などの各種事態発生時において、被災
者の救出・救助や現地状況の偵察等の活動を長期にわたり
実施するために必要な装備品や資機材等の整備を行う。

317.32 無 317.32 ① ①

0021、0031、
0034、0035、
0037、0038、
0039、0041、
0042、0043、
0051、0052、
0056、0071、
0077、0081、
0105、0108、
0112、0117、
0124、0128、
0150、0197、
0201、0204、
0210、0212、
0214、0222、
0224、0225、
0226、0227、
0233、0236、
0239、0275、

0348

経理装備局 会計課

263 経済産業省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

中小企業・小規模事業者事業継続力強化モ
デル事業

あらゆる緊急事態における企業の危機対応能力を向上させ
るため、中小企業・小規模事業者におけるＢＣＰ（事業継続計
画）の策定・導入を支援する。また、全国団体等の経営指導
力を向上させ、日々の経営指導と一体的な事業継続能力強
化の指導環境を充実する。

4.73 無 4.73 ① ② 0159 中小企業庁 事業
環境部

経営安定対策室

264 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（３）災害に強い情
報・物流システム
等の構築

災害時に強い情報・物流システム等の構築
（超低高度衛星技術試験機（ＳＬＡＴＳ）の開発
の推進）

災害時に活躍できる解像度の高い衛星開発を実現するた
め、高度200～300kmという超低高度軌道（従来は600～
800km程度）からの地球観測を実証する超低高度衛星技術
試験機（ＳＬＡＴＳ）の開発を加速する。

21.35 無 21.35 ① ① ② 0236 研究開発局 宇宙開発利用課

265 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（公立学校施設の耐震化及び防災機能強化
等の推進）

学校施設は子供たちの学習・生活の場であるとともに、非常
災害時には地域住民の避難所にもなるため、その安全性の
確保は極めて重要である。そのため、学校施設の耐震化を中
心に防災機能強化等、地方公共団体が計画している事業を
前倒しして実施する。

407.98 無 407.98 ① ① 0099 大臣官房 文教施
設企画部

施設助成課

266 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（国立大学法人等施設の耐震化等の推進）

国立大学等施設は、大規模地震等の災害時に、学生・教職
員等の生命を守り貴重な研究試料や研究設備の破損を防ぐ
とともに、避難所としての役割も果たすことから、施設の耐震
化（非構造部材の耐震化を含む）事業を実施する。

190.84 無 190.84 ① ① ① 0125 大臣官房 文教施
設企画部

計画課

267 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（独立行政法人国立女性教育会館の施設改
修）

女性教育関係者等に宿泊を伴う研修等を行っており、災害時
には避難者の受入れ等も行っている国立女性教育会館にお
いて、特に老朽化が著しく進行している各種機器の更新工事
を行う。

1.44 無 1.44 ① ② ② 0017 生涯学習政策局
男女共同参画学習
課

268 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（私立学校施設の耐震化等防災機能強化）

地震等の災害時に児童・生徒等の生命・安全を守るとともに、
避難所としての役割を果たすことも考慮して、私立学校施設
の耐震化等防災安全機能強化（校舎等の耐震改築・耐震補
強、非構造部材の耐震対策等）を支援する。

279.56 無 279.56 ① ① 0165 高等教育局 私学
部

私学助成課

269 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（日本私立学校振興・共済事業団の融資によ
る私立学校施設の耐震化促進）

日本私立学校振興・共済事業団が実施する、私立学校施設
の耐震化事業に係る長期低利融資制度の需要増加等に伴
い、政府出資を行う。

83.49 無 83.49 ① ① ① 0165
補正予算成立後、日本私立学校
振興・共済事業団からの申請に
基づき支払うものであり、公募は
行っていない。

高等教育局 私学
部

私学助成課

270 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等（先端大型研究施設
等の設備・機器等整備）

大型放射光施設（SPring－8）、X線自由電子レーザー施設
（SACLA）、大強度陽子加速器施設（J－PARC）等の先端大
型研究施設や大学等の保有する研究施設･設備や機器等の
中には、既に耐用年数を超過しているものや性能の劣化が進
んでいるもの等があるため、その更新･改修等を行う。

14.77 無 12.42 ① ② ② 2.35 ① ①

0217
0218
0219
0296

科学技術・学術政
策局

研究開発基盤課
量子放射線研究推
進室

271 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（独法等における先端研究基盤（施設・設備）
の改修・整備）

　以下の独立行政法人等における施設・設備の改修・整備を
行うことにより、研究基盤等の整備を行う。
○物質・材料研究機構において、耐用年数を超過している老
朽化した施設等の改修・更新を行い、安全・安定的な事業実
施体制を確保することにより、基礎的・基盤的な研究を着実に
実施し革新的な材料を生み出すことで、我が国の産業競争力
強化等にも貢献する。
○放射線医学総合研究所において、重粒子線がん治療研
究、分子イメージング研究、放射線安全研究、緊急被ばく医
療研究や福島復興再生基本方針に基づく事業など、研究開
発機能を維持・向上させるため、老朽化した関連研究施設等
の更新を行う。
○日本学士院において、受変電設備の経年劣化による故障
の恐れが高まっており、全館設備の機能不全や近隣施設へ
の波及事故が懸念されていることから、これを早急に改修し、
我が国の学術の発達に寄与するための各種事業の円滑な実
施を図る。
○科学技術振興機構が運営する日本科学未来館は、開館か
ら１５年目を迎え、開館以来使用し劣化が著しい施設・設備が
あり、国内外から多くの来館者を迎える施設として、早急に必
要な施設・設備の改修等を行い、安全で安定的・継続的な運
用を図る。

32.26 無 30.89 ① ① ① 1.37 ③ ③

0441
0247
0232
0261
0174
0175

研究振興局 振興企画課

272 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（宇宙航空関連施設設備整備の推進）

人工衛星、ロケット、航空機等の研究開発や打ち上げに必要
となる施設・設備について、整備後年月が経過し、経年による
劣化や電子機器の陳腐化が進行しているものの更新作業を
加速する。また、緊急性の高いセキュリティ対策等を実施する
ことにより、機密情報を適切に保護する。

58.05 無 58.05 ① ① ①
0284
0286 研究開発局 宇宙開発利用課
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B類型
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由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

273 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（（独）日本スポーツ振興センター研究施設整
備）

我が国のスポーツ医・科学研究の中枢機関である国立スポー
ツ科学センター（ＪＩＳＳ）の老朽化が著しい自動火災報知設備
に係る火災発生時の被害を最小限に抑えるための更新工事
等を行う。

5.46 無 5.46 ① ① ① 0341 スポーツ庁 競技スポーツ課

274 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（（独）国立青少年教育振興機構施設整備）

国立青少年教育施設の天井・照明に係る耐震化のための落
下防止対策工事等を行う。

10.78 無 10.78 ① ① ① 0072 生涯学習政策局 青少年教育課

275 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

学校施設等の耐震化等
（国立文化施設の機能強化）

国立文化施設で行われる様々な公演・展示事業に欠かせな
い基幹設備の老朽化が著しく、施設の運営に支障が生じてお
り、かつ、国内外の来館者、美術品や文化財の安全・安心を
確保するため、緊急的に必要な改修工事等を行い、国立文化
施設の機能強化を図る。

15.00 無 15.00 ① ① ①
363
365
384

文化庁

文化部芸術文化課
支援推進室、文化
財部美術学芸課美
術館・歴史博物館
室

276 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

社会福祉施設等の耐震化等の推進（児童養
護施設等の耐震化等整備の推進）

今後想定される大規模災害等に備え、自力避難が困難な児
童が多数入所する児童養護施設等の防災対策を推進するた
め、地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化等を図
るための改築又は補強等の整備に要する経費について支援
する。

8.83 無 8.83 ① ② 678 合計10自治体のうち、7自治体
が6月30日までに契約完了

雇用均等・児童家
庭局

総務課

277 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

既存介護施設等のスプリンクラー整備支援等

27年4月以降、介護施設等にスプリンクラー整備が義務化さ
れることを踏まえ、現在、スプリンクラーが未整備となっている
施設等を早急に整備するとともに、地震発生時に自力で避難
することが困難な方が多く入所する介護施設等の安全・安心
を確保するため耐震化整備を促進する。

51.21 無 51.21 ① - 833

スプリンクラー整備については、
段階的に予算の執行を行ってい
る。
今後、進捗状況がすみやかに
「契約開始」段階になるよう、地
方自治体等に働きかけていく。

老健局 高齢者支援課

278 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

社会福祉施設等の耐震化等の推進

・　地震発生時に自力で避難することが困難な方が多く入所
する障害児・者施設等の耐震化整備を推進する。
・　消防法令の改正により、障害者グループホーム等に係る
スプリンクラーの面積要件が撤廃され、原則全ての施設が対
象となることを踏まえ、緊急整備を図る。

80.35 無 80.35 ① △ 732

９月末時点で契約に至った自治
体は全体の46％であった。
昨年度のほぼ同時期に内示の
あった事業では10月末時点での
契約締結に至った自治体の割合
は60％であったことから、10月末
時点には契約開始段階に至ると
見込んでいる。

社会・援護局障害
保健福祉部

障害福祉課

279 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

有床診療所等のスプリンクラー整備等

・　医療機関がスプリンクラー、自動火災報知設備、火災通報
装置を設置する際に補助を行い、国として防火体制整備の支
援を行うもの。
・　未耐震の災害拠点病院等の救急医療を担っている病院及
び耐震性の低い建物を有する病院等の耐震整備に対する支
援を行う。

206.90 無 206.90 ① ③ 18 医政局 地域医療計画課

280 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

地方改善施設整備事業 隣保館等の耐震化対策。 6.40 無 6.40 ① ③ 731 社会・援護局 地域福祉課

281 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

社会事業学校施設整備事業 日本社会事業大学の防災設備等の改修を行う。 8.46 無 8.46 ① ① 727 社会・援護局
福祉基盤課 福祉
人材確保対策室

282 警察庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

警察活動の拠点施設の整備
警察活動の拠点となる警察署の耐震改修及び機動隊庁舎、
警察学校等の整備を行う。

16.72 無 1.15 ① ② 15.57 ① ① 長官官房 会計課

283 法務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

法務省施設の防災・減災対策の強化

刑事施設をはじめとする法務省施設のうち，現行の耐震基準
を満たしていない耐震性能の低い施設の建替えや耐震診断
等を実施するほか，老朽及び機能不備が顕著となっている施
設について，予防保全の観点をも踏まえ，耐用年数を経過し
た防災設備等の整備や接見室等の整備を実施することによ
り，法務省施設の防災・減災対策を強化するとともに，災害時
に施設の倒壊による逃走を防止して治安の確保を図る。

89.86 無 89.86 ① ①
0067
0068 官房 施設課

284 外務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

JICA国内拠点施設の防災力強化事業
JICA国内拠点施設において，エレベーター耐震化等の安全
対策強化及び老朽化改修等を実施。

2.87 無 2.87 ① ① ① 100 国際協力局 政策課

285 外務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

（独）国際交流基金　施設整備
日本語国際センター各宿泊室等の設備の老朽化に伴う改修
等を実施。

1.65 無 1.65 ① ② ③ 73 大臣官房
広報文化外交戦略
課

286 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

放射線影響研究所緊急改修工事

地震や火災発生時に職員の安全を確保し、貴重な研究資料
等の保全を図るため、①施設の耐震化、②構内電気設備の
改修、③自動消火設備の整備について、日米政府が分担して
行うこととし、日本側が行う①施設の耐震化及び②構内電気
設備の改修の一部について、補正予算を計上する。

3.26 無 3.26 ① ② ② 303
本事業は（公）放射線影響研究
所への補助事業であるため、公
募・公告は行われない。

健康局
総務課、
総務課 指導調査
室
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287 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

国等の施設の防災・安全対策等
防災機能の維持及び来訪者等の安全の確保を図るため、国
等の施設の耐震化・老朽化対策、改修等による防災機能強
化等を実施。

24.77 無 9.00 ① ① ① 15.77 ① ①

171
357
420
421
432
435
464

大臣官房 官庁営
繕部

計画課

288 最高裁判所

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

裁判所施設の防災・安全対策

大規模地震が発生した場合における裁判所施設の利用者で
ある国民の被害を防止するため，耐震安全性の基準を満足し
ていない庁舎について耐震化を図る。
また，現行基準に適合しないエレベーターについて，地震時
管制運転及び戸開走行保護の安全対策を図る。

32.38 無 32.38 ① ② 事務総局 経理局 総務課

289 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

鉄道施設の安全・バリアフリー化等対策事業

コンパクト＋ネットワークの実現にとって不可欠な地域公共交
通ネットワークの再構築に向けて、地域鉄道の安全対策、鉄
道駅・バス・タクシーのバリアフリー化、バスの利便性向上を
促進する。

65.26 無 65.26 ① ① 285 総合政策局 公共
交通政策部

交通支援課

290 法務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

マンション建替え促進のための登記事務体制
の強化

耐震性不足の老朽化マンションの建替え等を促進するため，
「マンションの建替えの円滑化等に関する法律」が一部改正さ
れたことに伴い，新たな登記手続が創設されるため，不動産
登記業務を取り扱うシステムでの処理が可能となるように機
能開発を実施することにより，老朽化マンションの建替え等を
促進するとともに，災害に強い居住環境を構築する。

2.49 無 2.49 ① ②
0040
0042 民事局 総務課

291 宮内庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

１．災害復旧・災害
対応の強化

（４）学校施設等の
耐震化等

災害時退避場所等の整備

皇居東御苑等の外灯は，基礎部分の腐朽や不点灯が生じて
おり，また，非常用電源への負荷が大きいことから，皇居東御
苑の災害時退避場所としての防災減災機能を向上させるた
め，必要な整備を緊急に実施する。

1.18 無 1.18 ① ① 管理部 管理課

292 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（１）東日本大震災
の被災地の復興・
復旧

その他東日本大震災の被災地の復興・復旧
（公立学校施設の災害復旧（東日本大震災））

公立学校施設災害復旧費国庫負担法に基づき、地方公共団
体が行う東日本大震災により被害を受けた公立学校施設の
災害復旧に要する経費の一部を負担することにより、学校教
育の円滑な実施を確保する。

74.35 無 74.35 ① ① 0043
（復興庁）

大臣官房 文教施
設企画部

施設企画課 防災
推進室

293 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（１）東日本大震災
の被災地の復興・
復旧

廃棄物処理施設災害復旧事業費補助
「東日本大震災」により被災した廃棄物処理施設（ごみ焼却施
設）を、双葉地方広域市町村圏組合が復旧するために必要な
経費の一部について、国庫補助を行う。

18.32 無 18.32 ① ① 231
（復興庁）

大臣官房 廃棄物・
リサイクル対策部

廃棄物対策課

294 外務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（１）東日本大震災
の被災地の復興・
復旧

風評被害対策海外発信支援事業
東日本大震災後の風評被害の影響を受けている複数の自治
体（被災地）と連携し，規制を課している国・地域等で，物産品
の安全性，観光等の地方の実情・魅力を総合的に発信する。

1.42 無 1.42 ② ② 大臣官房
総務課 地方連携
推進室

295 復興庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（１）東日本大震災
の被災地の復興・
復旧

被災地の復興・復旧を図るための貨幣交換
差減の補填

復興事業に係る外貨送金取組等によって生じた差額を補てん
する経費

3.96 3.96 ① ② 予算会計班

296 防衛省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（１）東日本大震災
の被災地の復興・
復旧

被災地域での活動に使用した装備品等の回
復等

２３年度補正予算において被災地域での活動に使用した装備
品等の回復等の調達に伴い必要となる２６年度中の支払い分
について、為替の変動に伴う差損分を措置するもの。

0.55 無 0.55 ① ① 0213 経理装備局 会計課

297 防衛省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（１）東日本大震災
の被災地の復興・
復旧

被災した装備品等の復旧
２３年度補正予算において被災した装備品等の復旧の調達に
伴い必要となる２６年度中の支払い分について、為替の変動
に伴う差損分を措置するもの。

0.11 無 0.11 ① ① 0237
（復興庁）

経理装備局 会計課

298 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（２）原子力事故対
応の加速化

中間貯蔵施設等に係る交付金

中間貯蔵施設の予定地である大熊町・双葉町、また、福島県
に、交付金を原資とした基金を造成し、同施設等の整備に伴
う影響を緩和するために必要な生活再建及び地域振興等に
係る幅広い事業を実施する。これにより福島の復興、さらには
日本の再生を推進する。

1,500.00 有 1,500.00 ① ①  0220
（復興庁）

水・大気環境局
中間貯蔵施設担当
参事官室

299 復興庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（２）原子力事故対
応の加速化

原子力災害からの福島復興交付金

中間貯蔵施設の整備等による影響も含め、原発事故による
影響を強く受けた被災地域の復興や風評被害対策をはじめと
した福島県全域の復興を効果的に進めるための事業等に広
範に利用できる交付金を新たに創設し、福島県が造成する基
金に対して一括交付するもの

1,000.00 有 1,000.00 ① ① 0006 原子力災害復興班

300 経済産業省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（２）原子力事故対
応の加速化

廃炉・汚染水対策事業
福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策を進めていく上
で、技術的に難易度が高く、国が前面に立って取り組む必要
のあるものについて、研究開発支援を行う。

231.11 有 198.51 ① ① ① 32.60 ① ①
0022
0023
0024

43 資源エネルギー庁
電力・ガス事業部

原子力発電所事故
収束対応室
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府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

301 内閣府

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（３）原子力防災対
策の強化

原子力発電所周辺地域における防災対策の
充実・強化

①要援護者等の屋内退避施設の放射線防護対策事業
緊急時に即時避難が困難な病院や社会福祉施設の入所者
等の要援護者や住民が屋内退避するための建物の放射線防
護対策を行うとともに、屋内退避の実施に必要となる資機材・
物資の備蓄を行う。

②現地の対策拠点施設の放射線防護対策事業
原子力災害対策の拠点施設であって、緊急時の放射線量率
が高い中でも職員等が即時避難することなく、一定期間当該
施設で緊急時対応対策を実施する必要があるものについて、
放射線防護対策を行う。

90.00 無 90.00 ① ③ 0056 政策統括官（原子
力防災担当）

参事官（総括担当）
付

302 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（３）原子力防災対
策の強化

研修用プラントシミュレータの整備事業
原子力安全規制に携わる人材の専門能力向上を図るため、
発電炉に近い挙動を模擬できる研修用のプラントシミュレータ
を整備する。

15.80 無 15.80 ① ① 0041 原子力安全人材育
成センター

人材育成・研修企
画課

303 環境省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

２．復興の加速化
（３）原子力防災対
策の強化

実効性のある緊急時モニタリングの体制整備
原子力発電所周辺地域のモニタリング体制を強化するため、
緊急時モニタリングの活動のための資機材等を整備する。

12.00 無 12.00 ② ② 59
原子力規制庁 長
官官房 放射線防
護グループ

監視情報課

304 警察庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

最近の犯罪情勢等への対処

危険ドラッグ使用者による犯罪発生、サイバー空間の脅威の
深刻化、厳しい暴力団情勢等、依然として厳しい犯罪情勢等
への対処に必要な鑑識・鑑定資機材、捜査・分析・解析用資
機材等の整備のほか、警察機動力強化のため警察用車両・
船舶・航空機の整備を行う。

120.13 無 120.13 ① ① 長官官房 会計課

305 法務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

治安確保に向けた矯正施設等の収容・処遇
体制の強化

矯正施設における保安警備機器システム及び再犯防止に向
けた各種処遇に必要な機器類の整備により，施設内・社会内
処遇における収容・処遇体制を強化する。

19.93 無 19.93 ① ①

0017
0020
0021
0022
0033

矯正局、
保護局

総務課

306 法務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

治安確保に向けた検察体制等の強化
検察庁及び公安調査庁におけるセキュリティ対策機器等の整
備により，検察体制等を強化することを通じ，我が国の良好な
治安を確保する。

4.09 無 4.09 ① ①
0015
0035

刑事局、
公安調査庁

総務課

307 財務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

取締機器の拡充等による社会悪物品等の水
際取締りの強化

危険ドラッグ等の不正薬物等及び訪日外国人旅行者数の増
加に対応するためのＸ線検査装置等の整備

2.95 無 2.95 ① ①
0027
0028 関税局 総務課 企画係

308 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

危険ドラッグ対策事業(国立医薬品食品衛生
研究所における分析体制の強化)

国立医薬品食品衛生研究所における分析体制の強化を図る
ため、分析機器、消耗品及び国内流通標準品の追加整備を
行う。

3.37 無 3.37 ① ① 348 医薬食品局
監視指導・麻薬対
策課

309 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

危険ドラッグ対策事業(麻薬取締部における
取締体制の強化)

麻薬取締部における取締体制の強化を図るため、鑑定機器
の増設を図る。

0.57 無 0.57 ① ① 352 大臣官房 地方課

310 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

戦略的海上保安体制の構築

・尖閣諸島・小笠原周辺海域をはじめとする領海警備など海
上保安庁の対応能力の強化を図るため、巡視船艇・航空機
等を整備する。
・燃料価格の高騰及び小笠原周辺海域など遠隔地における
事件事故対応に必要となる船艇・航空機の燃料費の不足を
補填する。

237.90 無 237.90 ① ①

200
202
203
204
205
207
208

海上保安庁 総務
部

政務課

311 最高裁判所

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（１）良好な治安の
確保

裁判運営の充実強化

①裁判所来庁者の安全・安心を確保するために必要な備品
等の整備（裁判所来庁者の安全対策），②適正迅速な裁判の
実現のために利用している裁判所情報通信ネットワークにお
けるセキュリティ対策強化等（裁判支援機器の整備等）

5.70 無 5.70 ② ② 事務総局　経理局 主計課

312 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
エボラ出血熱対策
（感染症指定医療機関の施設整備）

エボラ出血熱の国内発生に備え、感染症指定医療機関の病
床の整備を行う。

2.45 無 2.45 ① ② 303 健康局
総務課 指導調査
室
結核感染症課

313 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
エボラ出血熱対策
（個人防護具の購入費補助）

エボラ出血熱の国内発生に備え、感染症指定医療機関及び
保健所の従事者の２次感染を防止するため、個人防護服の
配備を行う。

2.33 無 2.33 ① ② 303 健康局
総務課 指導調査
室
結核感染症課

314 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
エボラ出血熱対策
（国立感染症研究所のセキュリティ強化対策）

国立感染症研究所のセキュリティ強化（ＢＳＬ－４実験室の安
全性の見える化、外周フェンスの強化など）を行う。

0.66 無 0.66 ② ③ 892 大臣官房 厚生科学課
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補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「着手」
段階

「契約
開始」
段階

補正予
算額

（億円）

「契約
準備」
段階

「契約
開始」
段階

関連する行
政事業レ

ビューの事業
番号

関連する基
金シート番

号
部局 担当課

進捗状況

行政事業レビュー

事業
番号

担当
府省庁

事業名 事業の概要

平成26年
度補正予

算額
【単位：億

円】

基金造
成もしく
は既存
基金の
上積み
の有無

備考

緊急経済対策本文における区分

各府省庁の
担当部局・課

大区分 中区分 小区分

Ａ類型
（国から独立行政法人・認可法人等

を経由して執行する事業）

B類型
（国から民間執行団体等を経由して

執行する事業）

C類型
（国から地方公共団体を経

由して執行する事業）

D類型
（国が直接執行する事業）

315 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 院内感染対策施設整備事業
病院が院内感染防止のため病室の個室化及び個室の空調
設備の整備を行う際に補助を行うもの。

1.79 無 1.79 ① ③ 18 医政局 地域医療計画課

316 厚生労働省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 化学災害・テロ対応医薬品備蓄等事業

平成26年７月に開催された厚生科学審議会健康危機管理部
会において取りまとめられた「化学テロリズム対策についての
提言」を踏まえ、化学災害・テロ発生時に必要となる医薬品
を、国において予め購入し、特定の医療機関に配備する。

0.88 無 0.88 ① ① 319 大臣官房 厚生科学課

317 内閣官房

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 官邸等における危機管理体制・対応力強化

情報の安全性及び信頼性向上・確保等に必要なシステム・機
器等の整備をすることによって、官邸等における危機管理体
制・対応力を強化し、情報の収集・分析強化及びサイバーセ
キュリティに対する脅威の深刻化への対応を行います

18.11 無 18.11 ① ①
副長官補（事態対
処・危機管理担当）
付

318 内閣官房

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
危機管理強化のための情報収集衛星の開発
等

外交・防衛等の安全保障及び大規模災害等への対応等の危
機管理のために必要な情報収集を確実に行うため、情報収
集衛星システムの機能の拡充・強化に資する情報収集衛星
光学６号機及びレーダ６号機の開発・製造体制及びレーダ６
号機の打上げ用ロケットの検査体制の強化等を実施し、確実
な開発・打上げを行う。

83.09 無 23.02 ① ① ① 60.07 ① ① 0017 内閣情報調査室
内閣衛星情報セン
ター

319 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
情報セキュリティ・危機管理
（国の危機管理に資する国産ロケット高度化
等の推進）

基幹ロケット（Ｈ－ⅡＡロケット、イプシロンロケット）の高度化
と信頼性の維持・向上や、宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）に
よるデブリ除去システム技術実証の開発を加速させることで、
我が国の危機管理等に資する。

153.64 無 153.64 ① ① ① 0285 研究開発局 宇宙開発利用課

320 金融庁

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
機密性の高い情報保全のための情報セキュ
リティ対策

金融庁における情報システムに情報漏洩防止対策を導入す
ることにより、高度なサイバー攻撃による外部への情報漏洩
の防止を図るほか、管理者権限の悪用防止等のさらなる強化
を図るための技術的対策を導入する。

1.74 無 1.74 ① ② 総務企画局
総務課 情報化統
括室

321 外務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 情報セキュリティ強化
　強靱な外交通信基盤の構築，情報セキュリティ対策・体制
の整備及び秘匿性の高い外交情報の確実・安全・正確な伝
達手段の確立。

19.46 無 19.46 ① ① 大臣官房 情報通信課

322 外務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 情報防護体制強化費

１２月１０日に施行された特定秘密保護法及び同法施行令等
が求める措置や管理体制の整備を通じ，情報漏えい等の事
案の発生を防止し，安全・安心な社会の実現を図るもの。具
体的には，特定秘密一元管理システム構築，特定秘密取扱
研修用ＤＶＤの制作，特定秘密の保管・処理のための書庫及
びシュレッダー，機器による情報漏えい防止のための電波監
視システムを整備する。

2.12 無 2.12 ① ① 大臣官房
総務課、
情報防護対策室

323 国土交通省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 国土交通本省の情報セキュリティ強化

国土交通省においては、重要な社会資本や公共交通機関の
危機管理に関する情報等、国民生活に大きな影響を与える
情報が高度サイバー攻撃の脅威にさらされていることから、
各種セキュリティ対策を早急かつ確実に講じる。

1.40 無 1.40 ① ① 総合政策局 情報政策本部

324 総務省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術
の研究開発

分散型サービス妨害攻撃（DDoS攻撃）に対して、諸外国と連
携して攻撃の予兆を検知し、迅速な対応を可能とする技術の
研究開発・実証を行う。

2.00 無 2.00 ① ① 0063 情報流通行政局
情報セキュリティ対
策室

325 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
情報セキュリティ・危機管理（核燃料物質輸送
等関連業務）

本年３月の核セキュリティ・サミットでの日米合意事項を踏ま
え、核セキュリティ上、最も機微な核物質である日本原子力研
究開発機構の高速炉臨界実験装置の燃料を米国へ確実に
輸送するための措置を着実に進め、我が国の危機管理等に
資する。

15.01 無 15.01 ① ② ② 0262 研究開発局
戦略官付、
原子力課

326 文部科学省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理
情報セキュリティ・危機管理（核セキュリティ対
策に資する設備整備）

核物質の測定技術の高度化等に資するとともに、放射性廃液
等の高精度な分析に資するため、ガンマ線を出さず測定の困
難な放射性核種の超高感度・迅速測定装置を整備する。ま
た、放射性物質の物性等の解析に資するとともに、燃料デブ
リ等の分析技術の高度化に貢献するため、放射性物質の組
成・物理化学的形態等の高精度な分析や不純物の観察・測
定を行う装置を整備し、我が国の危機管理等に資する。

4.99 無 4.99 ① ② ② 0279 研究開発局 原子力課

327 防衛省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 自衛隊の安定的な運用態勢の確保
厳しさを増す安全保障環境を踏まえ、活動拠点となる駐屯地・
基地等の整備、自衛隊の装備品の可動態勢確保に必要な部
品等を整備し、自衛隊の安定的な運用態勢の確保を行う。

457.47 無 457.47 ① ①

0004、0030、
0044、0046、
0047、0048、
0049、0055、
0066、0068、
0071、0082、
0150、0165、
0172、0184、
0201、0212、

0226

経理装備局 会計課

328 防衛省

Ⅲ．災害復旧・復
興加速化など災
害・危機等への対
応

３．安全・安心な社
会の実現

（２）危機管理 防衛施設の円滑な運営の確保等

飛行場周辺における生活環境の改善のため、住宅防音工事
の助成等により、防衛施設の安定的な運用の確保を図るとと
もに、在日米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄県をはじめとす
る地元の負担を軽減するため、米軍再編に係る事業を着実
に実施する。

336.10 無 336.10 ① ①

0248
0249
0253
0257
0259

経理装備局 会計課
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「着手」段階 「契約準備」段階 「契約開始」段階

Ａ
類
型

国から独立行政法人・認
可法人等を経由して執
行する事業

国から独法等への補助金等の
交付決定・交付、出資、融資を
行った段階

独法等において、実際に事業を
実施する民間企業等の公募・入
札公告等を行った段階

独法等において、実際に事業を
実施する民間企業等と契約締結
等を行った段階

Ｂ
類
型

国から民間執行団体等
を経由して執行する事業

国が民間執行団体等の採択の
ための公募・採択等を行った段
階

民間執行団体等において、実際
に事業を実施する民間企業等の
公募・入札公告等を行った段階

民間執行団体等において、実際
に事業を実施する民間企業等と
契約締結等を行った段階

Ｃ
類
型

国から地方公共団体を
経由して執行する事業

国において、地方公共団体の公
募・交付決定・交付等（地方公共
団体への予算の配分を含む）を
行った段階

実際に事業を実施する民間企業等と
の契約等を済ませた地方公共団体数
が、民間企業等との契約等を行う予
定の地方公共団体数の50％以上と
なっている段階

Ｄ
類
型

国が直接、民間企業等と
契約を行う事業

国において、公募・入札公告等
を行った段階

国が民間企業等と契約締結等を
行った段階

緊急経済対策の進捗状況調査（集計事業）における事業の類型と進捗段階の用語・定義

執行類型

 集計事業[328事業]について、執行の類型別にＡ～Ｄ類型の４つに分類。
 各事業の進捗段階を「着手」、「契約準備」、「契約開始」に分類。
 「進捗状況」欄の「①」は平成27年３月31日までに上記の各進捗段階に至ったことを、「②」は平成27年４月１日から６月30日までの間に各進

捗段階に至ったことを、「③」は平成27年７月１日から９月30日までの間に各進捗段階に至ったことを、それぞれ示す。また、「△」は平成27年
10月１日から10月31日までの間に各進捗段階に至る見込みであることを示す。
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